
縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

N-SCALE
構造設計標準仕様

２６．０３ ２５－４２ Ｓ－０１

西部地区小学校災害復旧工事有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　

3 3

（仮称）西部地区小学校災害復旧工事

石川県輪島市門前町字清水１０の２１番地

-－ １

学校施設

事務室・会議室　：３９００ー２１００ー１１００

廊下　　　　　　：３５００ー３２００ー２１００

物入れ・教材室　：５０００ー４０００ー３０００

ＷＣ・更衣室　　：１８００ー１３００ー　６００

屋根　積雪荷重　：３０００ー３０００ー１５００　垂直積雪深：１００cm

100

※試験位置等は基礎伏図参照

※Ｓ－１９～２１　参照

構 造 設 計 標 準 仕 様

認定品
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検査水準は第6水準
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基礎・基礎梁・耐圧版

    鋼材倶楽部「建築鉄骨工事施工指針」

(1) コンクリート
適用は   印を記入する。

早強度ポルト  

ランドセメント

普通ポルト    

ランドセメント

早強度ポルト  

ランドセメント

普通ポルト     
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注）１　片持ばり、庇、スパン9.0m以上のはり下は、工事監理者の指示による。
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はり下スラブ下、はり下基礎、梁側、柱、壁

せ  き  板 支       柱

スラブ下

（３）　型　枠

ランドセメント

普通ポルト     

注）２　大ばりの支柱の盛りかえは行わない。また、その他のはりの場合も原則として

        行わない。

注）３　支柱の盛りかえは、必ず直上階のコンクリート打ち後とする。

注）４　盛りかえ後の支柱頂部には、厚い受板、角材または、これに代わるものを置く。

注）５　支柱の盛りかえは、小ばりが終ってから、スラブを行う。

注）６　上表以外のセメントを使用する場合は工事監理者の指示による。

        一時に全部の支柱を取り払って、盛リかえをしてはならない。

　　日本建築学会「JASS6」「鉄骨精度検査基準」「鉄骨工事技術指針」

２

（１）コンクリート

２，建築物の構造内容

３，使用構造材料

４，地  盤

６，鉄筋コンクリート工事 ７，鉄骨工事

１，共通事項

（３）設計図書優先順位は次の通りとする。

（２）特記仕様は　印のついたものを適用する。

　　　２．建築工事標準仕様書・同解説（日本建築学会）ＪＡＳＳ１ 一般共通事項　　　　　　（２００２）

　　　３．設計図

　　　４．各標準図

　　　２．特記仕様書

　　　１．質疑回答書

　　　５．国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　建築工事標準仕様書

高力ボルト

中ボルト

Ｍ 要 否

要 否

普通:Ｆ 10Ｔ 特殊 :Ｓ 10Ｔ

（５）ボルト

Ｍ12 高力ボルトすべり係数試験

高力ボルト導入張力確認試験

普通:Ｆ8Ｔ（溶融亜鉛メッキ部）

頭付スタッド

アンカーボルト　※図面特記による

備　考現場溶接使用箇所種　　類

ＳＳ４ ００

ＢＣＲ２９５

ＳＭ４００ ＳＮ４００Ａ、Ｂ、Ｃ 無

有 無

有 無

有 無

（４）鉄骨

ＳＴＫ４００ ＳＴＫＲ４００

ＢＣＰ３２５

備　考
スランプ

ｃ ｍ
2

Ｎ ／ mmＳ

構造体強度補正値

    材料　合板厚　１２mmを標準とする。     施工はJASS5による。

    コンクリート打放し仕上げ

Ａ種 Ｂ種 Ｃ種打放し仕上げ種別

注）打放し仕上げ部位は意匠図面による。

打ち込み

埋込み(セメントミルク工法）

ＢＨ 深礎 手堀

機械堀

杭    種 材    料 施工法

ＲＣ ＰＣ

ＰＨＣ Ｈ鋼

鋼管 鋼材 ＳＳ４００

場所打ち

コンクリート杭 スランプ

鉄筋

セメント量

コンクリート

杭施工結果報告書

（ 有 無 ）

(2) 基礎杭 支持層－

試験杭

Ｎ ／ mm

ｃ ｍ

ｋＮ ／m

ＨＣ－ ＴＯＰ Ａ種（ Ｂ種 Ｃ種 ）

ベタ基礎 布基礎 独立基礎 試験堀 有 無

有 無kN／ｍ

ＳＣ

リバースサーキュレーション

備考

日本建築センター認定

   年  月  日

    第         号

特記事項杭の先端の深さ （ｍ）（ｋＮ）（ｍｍ）杭径 設計支持力 本数

2

3

２

オールケーシング(ベノト工法・全旋回転工法 )

拡底杭

ミニアースアースドリル（拡底部）

(1)　直接基礎

５，地業工事

施工計画書承認杭仕様

    鉄筋の加工寸法、形状、かぶり厚さ、鉄筋の継手位置、継手の重ね長さ、定着長

    さは｢鉄筋コンクリ－ト構造配筋基準図｣または｢壁式鉄筋コンクリート構造配筋標準図｣

    箇所を超えるときは、200箇所ごと）に１回行い、１回試験は５本以上とする。

  　柱の帯筋（ＨＯＯＰ）の加工方法は、

　　高強度せん断補強筋は、 JIS G 3137に規定されるＤ種１号適合品とする。

無、引張試験 無有 有 無、超音波深傷試験 有　　外観検査

（２）　鉄　筋

    D19末満は、すべて重ね継手とする。継手（D19以上）をガス圧接とする場合は、

Ｈ型（タガ型） Ｗ型（溶接型）

Ｓ型（スパイラルラル型）とする。

    鉄筋は、JIS G3112の規格品を標準とする。施工はJASS5による。

    による。

    ガス圧接部の抜き取リ検査は、同一作業班が同―日に施エした圧接箇所ごと（200

露出柱脚（認定取得既製品）　※図面特記による

※図面特記による

    セメントは、JIS R5210の普通ポルトランドセメントを標準とする。

    寒中、暑中、その他特殊コンクリ－トの適用を受ける期間に当る場合は、調合、

    打ち込み、養生、管理方法など必要事項について、工事監理者の承認を得ること。

    フレッシュコンクリ－トの塩化物測定は、原則として工事現場で(財 )国土開発技

    術研究センタ－の技術評価をうけた測定器を用いて行い、試験結果の記録及ぴ測

    定器の表示部を－回の測定ごとに撮影した写真(カラ－)を保管し承認を得る。

    測定検査の回数は、通常の場合、１日１回以上とし、１回の検査における測定試

    験は、同一試料から取り分けて３回行い、その平均値を試験値とする。

    調合計画は、工事開始前にエ事監理者の承認を得ること。

    ２８日圧縮強度推定用、型枠取り外し時期決定用、構造体コンクリートの材齢２８

    １回の試験の供試体数は、調合管理強度の管理試験用、構造体コンクリートの材齢

    際しては、コンクリ－ト圧送技士または同等以上の技能を有する者が従事すること。

    なお、打ち込み継続中における打継ぎ時間間隔の限度は、外気温が25℃未満の場合

　　は150分、25℃以上の場合は120分以内とする。

    ポンブ打ちコンクリ－トは、打ち込む位置にできるだけ近づけて垂直に打ち、コン

    クリ－トの自由落下高さは、コンクリ－トが分離しない範囲とする。ポンプ圧送に

    を超え９１日以内の圧縮強度推定用その他必要に応じて、それぞれ３個と

    する。

    １回に採取する供試体は、適切な間隔をあけた運搬車から３度に分けて試料を採取

    し、必要な数の供試体を作製する。ただし、調合管理強度の管理試験用は、１台の

    運搬車の試料から３個の供試体を作製する。

    標準養生の場合は、20± 2℃の水中養生とする。また、工事現場のおける養生は水中

　　養生または封かん養生とする。

Ａ種 Ｂ種 Ｃ種

Ａ種 Ｂ種 Ｃ種

）

）

（

（

PC

PHC

（１）鉄骨エ事は指示のない限リ下記による

摩擦杭

ＣＰＲＣ

有

Ｆｃ

設計基準強度
2

Ｎ ／ mm
種　　類適　用　箇　所

Ｆｄ    耐久設計規準強度

工事管理者

製作要領書 工作図 施工計画書

    材料規格証明書または試験成績書

鋼材 特殊ボルト

社内検査表

（  印以外の項目の検査結果については、工事管理者に報告すること）

現寸検査 組立・開先検査 製品検査

建方検査

    鉄骨造等の建築物の工事に関する東京都取扱要綱（建築構造設計指針第１２章）

備   考

突合せ溶接部 超音波深傷試験

外観(目視)検査 ％

マクロ試験・その他 個 個 個

第三者検査機関名

第三者検査機関とは、建築主、工事管理者又は工事施工者が、受入検査を

代行させるために自ら契約した検査会社をいう。

頭付スタッド

    日本建築学会「鉄骨工事技術指針・工事現場施工編」

（３）工事監理者が行う検査項目

（４）　接合部の溶接は下記によること

（５）　接合部の検査

（２）　エ事管理者の承認を必要とするもの

高力ボルト

    溶接部の検査（検査結果は後日工事監理者に報告すること）

    東京都ア―ク溶接工事管理基準（建築構造設計指針第12章）

注）現場溶接部については原則として第三者による全数検査を行うこと。

注）現場溶接部は、超音波深傷試験を100％行う事。

検査方法検査箇所
検査率又は検査数

第三者社内

％

％

％

％ ％

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ    日本建築学会「溶接工作基準、同解説 、 、  、  、  、  、  、  、  」

    認定または登録工場（国土交通省大臣認定工場　 　グレード以上）           

    締付け後の検査は、各締付け工法別に適切な締付けが行なわれているか検査する。

    高カボルトの締付けに使用する機器はよ＜整備されたものを使用し、締付けの順

    序は部材が十分密着するよう注意して行う。また、締付けは一次、二次締めとする。

    現場における高カボルト接合部及び接合部の素地調査は入念に行い、塗装は工場

（６）防錆塗装

（７）　耐火被覆の材料

    去した後、屋外に自然放置して発生した赤さび状態あること。ただし、ショット

    外部に露出する部材は溶融亜鉛メッキ処理とする（母材、ＨＴＢ共）

    を座金外径２倍以上の範囲でショットブラスト、グラインダー掛け等を用いて除

    高カボルトは「JIS B1186の高カボルト」を標準とする。摩擦面の処理は黒皮など

    赤さびは発生しないままでよい。

    ブラスト、グリットブラストによる処理で表面あらさが５０Ｓ以上である場合は、

    塗装と同じ錆止めペイントを使用し２回塗りとする。

建築図面による

８．設備関係

　　建築設備の構造は、構造耐力上安全な構造方法を用いるものとする。

　　設備配管は、地震時等の建物変形に追従できること。また、地震力等に対して適切に支持されていること。

施工上特に注意すべき事項

密実に充填するための打ち込み及び緩め固めの方法は

ＪＩＳＳ8610コンクリート棒型振動機を使用し、密実に充填する。

打ち継ぎ部の処理方法は

養生方法はＪＡＳＳ5による。

打ち継ぎ面を鉄筋と垂直にする。

構造部材の低力低下が少なく、かつ打ち継ぎ部の処理が円滑に行える形状とする。

打ち継ぎ部の鉄筋は連続していること。

躯体施工図作成に先立ち配筋納まり図を作成し、工事監理者の承認を得ること。

　　設備機器の架台及び基礎については、風圧・地震力等に対して構造耐力上安全であること。

　　特記以外の梁貫通孔は原則として設けない。

    諸官庁への届出書類は遅滞なく提出すること。

    必要に応じて記録写真を撮り保管すること。

    各試験の供試体は公的試験機関にて試験を行い工事監理者に報告すること。

９．その他

　　給湯設備は、風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とすること。

　　給湯設備は、支持構造部及び緊結金物は、腐食又は腐朽のおそれのないものとするほか、風圧、土圧

　　及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とすること。

　　平成１２年建設省告示第１３８８号第５に規定する構造方法によること。

　　※「給湯設備」：建築物に設ける電気給湯器そのたの給湯設備で、屋上水槽等のうち

　　給湯設備に該当するものを除いたもの。

　　満水時の質量が１５ｋｇを超える給湯設備については、地震に対して安全上支障のない構造として、

　　床スラブ内に設備配管等を埋込む場合はスラブ厚さの１／３以下とし管の間隔を管径の３倍以上かつ５ｃｍ

　　以上を原則とする。

    コンクリートの乾燥収縮率は８．０Ｘ１０　以下とする。
－４

    防錆塗装の範囲は、高カボルト接合の摩擦面及びコンクリ－トおよび耐火被覆で

    被服される以外の部分とする。錆止めぺイントは、JIS K5674、２回塗り２種とする。

プレボーリング拡大根固めＳＫＫ４９０

プレボーリング根固め

国土交通大臣認定

ＳＲ２３５丸     鋼

高強度せん断補強筋 ＳＢＰＤ１２７５／１４２０

ＳＲ２３５溶接金網         (J I S  G 3 55 1 )

Ｕ１２．６

ＳＤ３４５

（２）コンクリートブロック(ＣＢ)

Ａ種 Ｂ種 Ｃ種 厚

（３）鉄筋

Ｄ１０～Ｄ１６

100 120 150 190

混合セメントＡ種

高炉セメントＢ種

普通ポルトランドセメント

早強ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

低熱ポルトランドセメント

フライアッシュセメントＢ種

コンクリート打込みから材齢２８日までの
セメントの種類

５≦θ

９≦θ

１１≦θ

１４≦θ

１３≦θ

２５＜θ

２５＜θ

０≦θ＜５

０≦θ＜９

０≦θ＜１１

０≦θ＜１４

０≦θ＜１３

８≦θ ２５＜θ０≦θ＜８

構造体強度補正値：Ｓ ３ ６ ６

調合管理強度＝設計基準強度＋構造体強度補正値

予想平均気温θの範囲（℃）

ＳＤ３９０ Ｄ２９以上

    コンクリートの受入れ検査は第３者検査機関によること。

    床版コンクリートの受入れ検査時には単位水量の測定を行うこと。

    コンクリ－トはJIS認定工場の製品とし施工に関してはJASS5による。

短期（床版） 標準（床版以外） 長期 超長期

有 敷地内 ボーリング調査 平板載荷試験 水平地盤反力係数の測定( 近隣 )

無 （調査予定 有 無）

ボーリング調査 静的貫入試験 標準貫入試験 水平地盤反力係数の測定

土質試験 平板載荷試験

液状化判定 現場透水試験 土質試験

深

度

(1) 地盤調査

(2) 地盤調査計画

Ｎ

値 10 20 30 40 50 60
土質

標準貫入試験

(3) 地盤調査及び試験杭の結果により､杭長､杭種 ､直接基礎の深さ､形状を変更する場合もある

(4) ボーリング柱状図

　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　ＪＡＳＳ６ 鉄骨工事　　　　　　　　（２０１８）

　　　４．鉄骨工事技術指針（日本建築学会）（２０１８）

１５考慮普通

使用箇所 継手工法

スラブ筋・帯筋・あばら筋 重ね継手

径種　　類

特殊継手
D19以上

ガス圧接継手

D16以下

    令１２９条の２の３「建築設備の構造強度」の法適合確認を行った。

ＳＴＫＮ４００Ｂ

物理調査 圧密試験

Φ6・φ3.2

１５考慮１８普通捨コンクリート  

（１）工事名称

建築場所

-(　　 )Ｘ方向ルート Ｙ方向ルート-(　　)（９）構造計算ルート

長期許容支持力度 　　　        　　　　　載荷試験

ＳＮ４９０Ｂ、Ｃ

有 無

○使用箇所の詳細については別途図示とする。

ＳＳＣ４００

ＴＭＣＰ鋼　３２５Ｃ

ＳＭ４９０Ａ

ＳＭ５２０Ｂ

有 無

有 無

木造（Ｗ） 補強コンクリートブロック造（ＣＢ） 鉄骨造(Ｓ )

鉄筋コンクリート造(ＲＣ) 壁式鉄筋コンクリート造(ＷＲＣ)

鉄骨鉄筋コンクリート造(ＳＲＣ) 壁式プレキャスト鉄筋コンクリート造(ＷＰＲＣ)

プレキャスト鉄筋コンクリート造(ＰＲＣ)

新築 増築（別棟） 増改築 改築（４）工事種別

（５）構造種別

（６）階  数

（８）特別な荷重

（７）主要用途

エレベータ（乗用・荷物用） ホイストリフト

積載荷重（床・小梁ー架構ー地震：Ｎ／㎡)

２４

１５考慮普通 ２１外構躯体

考慮普通 ２４

考慮 １５普通 ２４

Ｄ１９～Ｄ２５ 主筋

主筋

考慮 １５普通 ２４

ひび割れ防止筋

ＳＤ２９５

　　　１．建築工事標準仕様書　令和４年度版（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　ＪＡＳＳ３ 土工事および山留め工事　（２０２２）

　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　ＪＡＳＳ４ 地業および基礎スラブ工事（２０２２）

　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　ＪＡＳＳ５ 鉄筋コンクリート工事　　（２０２２）

　　　３．鉄筋コンクリート造配筋指針・同解説（日本建築学会）（２０２１）

製作工場

    日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書　ガス圧接継手工事」による。

（        　　　）

階 地上 階 塔屋 階地下

１階床版

地上躯体 １８

土間コンクリート

異形鉄筋

深さＧＬ-　　　　                        　　　　　支持層  －

（１）図面および本特記仕様書に記載されていない事項は、下記の図書による。



Ｓ－０２
西部地区小学校災害復旧工事

　　仕様書」（以下、標仕）による。

切断を行ってはならない。

折 曲 げ 内 法 直 径 （ Ｄ ）

折 曲 げ 内 法 直 径 （ Ｄ ）

（機械式継手）

Ｌ

ｺﾝｸﾘｰﾄの
設計基準

強度

Fc(N/mm2)

１８

２４､２７
30､33､36

２１

１８

２１

２４､２７

30､33､36

２１

２４､２７

30､33､36

▼
定着起点

Ｄ

機械式継手

及び

（　　　）

（　）はフックなしの場合

b

但し柱

　　　　　　かぶり厚さを確保する。

　　　　６．貫通孔部、及びひびわれ誘発目地部の目地底に接する鉄筋について最小

　　　　７．塩害を受ける恐れのある部分等、耐久性上不利な箇所のかぶり厚さは、

　　　　　　特記による厚さを表４．１の数値に加える。

　　　　５．杭基礎ベース筋のかぶり厚さは、杭天端からとする。

１５０ｍｍ以上

１節半以上かつ １５０ｍｍ以上

１節半以上かつ

ｄ

Ｄ

６
ｄ
以
上

ｄ

Ｄ

８
ｄ
以
上

ｄ

Ｄ

４
ｄ
以
上

ｄ

Ｄ

４
ｄ
以
上

１３５°９０°

ｄ

４ｄ以上

ｄ

Ｄ

ｄ

Ｄ

ａ＝０．５Ｌ

Ｌ

Ｌ

ａ
ａ＝０．５Ｌ

Ｌａ
ａ≧０．５Ｌ

Ｌ

Ｌ

Ｌ

ａ Ｌａ
ａ≧０．５Ｌ

Ｌ

Ｌ３ Ｌ Ｌ２ Ｌ

ａ ａ

Ｌ’

Ｌ’

Ｌ１hＬ

Ｌ１

1h,Ｌ2h又はＬ3h

1,Ｌ2 3（Ｌ 又はＬ ）

１ １

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［１］

柱 梁

ＪＩＳ　Ｇ３１１７

ＪＩＳ　Ｇ３１１２

ＪＩＳ　Ｇ３５５１

規格番号 規格名称

鉄筋コンクリート用棒鋼

種類の記号

種 類 の 記 号

ＳＤ２９５Ａ

原則として、Ｄ１６以下とする。

ただし、基礎、耐圧版、土圧を

受ける壁等の大断面部材の場合

は、Ｄ２５以下とする。また、

場所打ちコンクリート杭の場合

は、Ｄ３２以下とする。

ガ ス 圧 接 継 手

適 用 径 の 範 囲

重 ね 継 手

Ｄ １ ６ 以 下

ＳＤ２９５Ｂ

ＳＤ３４５

ＳＤ３９０

Ｄ１９以上

Ｄ１０ Ｄ１３ Ｄ１６ Ｄ１９ Ｄ２２ Ｄ２５ Ｄ２９ Ｄ３２
鉄筋径

表　示　記　号

異形鉄筋

丸　　鋼 ９φ １３φ １６φ １９φ ２２φ ２５φ ２９φ ３２φ

１８０°

１３５°

９０°

１３５°

９０°

及び

３ｄ以上 ４ｄ以上 ５ｄ以上

３ｄ以上

３ｄ以上

３ｄ以上

４ｄ以上

４ｄ以上

４ｄ以上

５ｄ以上

５ｄ以上

５ｄ以上

柱、梁の主筋

杭基礎のベース筋

Ｄ１６以上の鉄筋

あばら筋、帯筋、

スパイラル筋

Ｄ１３以下の鉄筋

幅止め筋

Ｔ形及びＬ形の

梁のあばら筋

以下 ～Ｄ３８

Ｄ１６ Ｄ１９ Ｄ１０

使 用 箇 所
折 曲 げ

角 　 度

Ｄ１６

以下

Ｄ１９

～Ｄ３８

３ｄ以上 ４ｄ以上

～Ｄ２５

あばら筋、帯筋、

スパイラル筋９０°

以下

その他の鉄筋４ｄ以上

使 用 箇 所
折 曲 げ

角 　 度
折 曲 げ 図

フックの

ある場合

フックの

ない場合

鉄筋
鉄筋

重ね継手

Ｄ２９

１９　　．　．　　制定
工事名 番号

図面名 縮尺

設　計

ＳＤ２９５Ａ，ＳＤ２９５Ｂ

鉄筋コンクリート用再生棒鋼

ＳＲ２３５，ＳＲ２９５

ＳＤ３４５，ＳＤ３９０

溶接金網

ＳＤ３４５

ＳＤ２９５Ａ、ＳＤ２９５Ｂ ＳＤ３９０

折 曲 げ 図

ＳＤ３４５、ＳＤ３９０

ＳＤ２９５Ａ、ＳＤ２９５Ｂ

～Ｄ３８

（５ｄ以上)

（注）（　）内はＳＤ３９０の場合を示す。

圧接継手

ａ≧４００ｍｍ

カップラー

ａ≧４００ｍｍかつａ≧(ｂ＋40)ｍｍ

圧接継手

ない部分

土に接し

土に接す

る部分

柱、梁、

耐力壁

２０

３０

６０

４０

３０

３０

３０

４０

６０＊

＊

＊

＊

３０

４０

４０

４０

４０

５０

５０

７０

７０

屋内

屋外

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

スラブ，耐力壁

以外の壁

擁壁、耐圧スラブ

柱、梁、スラブ、壁

設計かぶり

厚さ

最少かぶり

厚さ
構造部分の種別

基礎、擁壁、耐圧スラブ

煙突等の高熱を受ける部分

４０５０

（注）　１．設計かぶり厚さ：鉄筋加工に用いる標準かぶり厚さ

　　　　　　最小かぶり厚さ：鉄筋組立後のかぶり厚さ

　　　　２．＊印のかぶり厚さは、普通コンクリートに適用し、軽量コンクリートの

　　　　　　場合は、特記による。

　　　　３．「仕上げあり」とは、モルタル塗り等の仕上げのあるものとし、仕上

　　　　　　げ塗装、吹付け又は塗装等の鉄筋の耐久性上有効でない仕上げのもの

　　　　　　を除く。

　　　　　  捨コンクリートの厚さを含まない。

　　　　４．スラブ、梁、基礎及び擁壁で、直接土に接する部分のかぶり厚さには、

１９９９．７．１　改訂

２００８．４．１　改訂

２０１１．４．１　改訂

スラブ

フックなし
鉄筋の

種　類

フックあり

小梁
1h Ｌ2h

Ｌ

スラブ小梁
２Ｌ１Ｌ

４５ｄ

４０ｄ

３５ｄ

(４０ｄ)

４０ｄ

(４０ｄ)

３０ｄ

(４０ｄ)
３５ｄ

３０ｄ３５ｄ

(４０ｄ) (４０ｄ)

２５ｄ３０ｄ

(４０ｄ) (４０ｄ)

２５ｄ ２０ｄ

(４０ｄ) (４０ｄ)

５０ｄ

４５ｄ

４０ｄ

３５ｄ
(４０ｄ)

ＳＤ２９５Ａ

ＳＤ２９５Ｂ

(４０ｄ)

４０ｄ

３５ｄ

(４０ｄ)

(４０ｄ)

３５ｄ

３５ｄ

(４０ｄ)

３０ｄ

(４０ｄ)

２５ｄ

３０ｄ

３０ｄ

(４０ｄ)

(４０ｄ)

３０ｄ
(４０ｄ)

２５ｄ
(４０ｄ)

２５ｄ

(４０ｄ)

２０ｄ

(４０ｄ)

ＳＤ３９０

５０ｄ

４５ｄ

４０ｄ

４０ｄ

４０ｄ

３５ｄ

(４０ｄ)

３０ｄ

(４０ｄ)

３５ｄ
(４０ｄ)

３０ｄ

(４０ｄ)

３０ｄ
(４０ｄ)

２５ｄ

(４０ｄ)

１０ｄ２０ｄ かつ

１０ｄ

１５０ｍｍ

以上
ＳＤ３４５

Ｌ３ 3h

３５ｄ
(４０ｄ)

（注）　１．（　）は、柱に取り付ける梁の引張り鉄筋の定着長さを示す。

　　　　　　ただし、軽量コンクリートを除く。

　　　　２．Ｌ1､Ｌ1h：３．以外の直線定着の長さ及びフックあり定着の長さ。

　　　　３．Ｌ2､Ｌ2h：割裂破壊のおそれのない箇所への定着長さ。

ＳＤＲ２９５，ＳＤＲ３４５

６ｄ以上 ８ｄ以上

　　　　５．Ｌ3h　  ：小梁下端筋のフックあり定着長さ。

　　　　６．フックあり定着の場合は、図３．１に示すように

　　　　７．軽量コンクリートの場合は、表の（　）内の値に１０ｄ、その他の

　　　　　　を含まない。また、中間部での折曲げは行わない。

　　　　　　値に５ｄを加えたものとする。

フック部分Ｌ’を

　　スラブの場合 　　壁の場合

２０１７．４．１　改訂

　　　　４．Ｌ3　　 ：小梁及びスラブの下端筋の直線定着長さ(基礎耐圧スラブ

　　　　　　　　　　　及びこれを受ける小梁は除く)。なお、片持小梁及び片持

　　　　　　　　　　　スラブの場合は、20d及び10dを 25d以上とする。

２０２０．４．１　改訂

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［１］

輪島市教育委員会教員総務課

図２．１

表 ２ ． １ 　 鉄 筋 の 折 曲 げ （ 末 端 部 ）

表 ３ ． １ 　 鉄 筋 の 種 類 に 応 じ た 継 手 工 法

図３．２

表 １ ． １

表 １ ． ２

表 ２ ． ２ 　 鉄 筋 の 折 曲 げ （ 中 間 部 ）

表 ４ ． １ 　 鉄 筋 の か ぶ り 厚 さ 　 （ 単 位 ： ｍ ｍ ）

表 ３ ． ３ 　 隣 合 う 継 手 の 位 置 （ 壁 ・ 床 版 を 除 く ）

表 ３ ． ２ 　 鉄 筋 の 重 ね 継 手 及 び 定 着 の 長 さ

図３．１

ａ．柱の四隅にある主筋で、重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある

　　場合（図２．１の　　印で示す鉄筋）。

ｂ．梁主筋の重ね継手が、梁の出隅及び下端の両側にある場合

　　（図２．１の　　印で示す鉄筋）。ただし，基礎梁を除く。

ｄ．杭基礎のベース筋。

ｅ．帯筋、あばら筋及び幅止め筋。

ｃ．煙突の鉄筋（壁の一部となる場合を含む）。

（１）　丸鋼

（２）　異形鉄筋

（１）　上記の表示記号を使用しない場合は特記による。

（２）　上記の表示記号は、この配筋標準図には適用しない。

１．　鉄筋の表示記号は、表１．２による。

１．　鉄筋は、設計図書に指定された寸法及び形状に合わせ、常温で

　　正しく加工する。

２．　有害な曲がり、ひび割れ、ささくれ等の損傷のある鉄筋は、

　　使用しない。

１．次の場合、鉄筋の末端部にはフックを付ける。

１．鉄筋の折り曲げは、表２．１及び表２．２による。

２．　設計図書、特記仕様書に記載してある事項以外は、この標準図に

３．　使用する鉄筋、及び溶接金網は、特記による。

　　この標準図は、表１．１に示す鉄筋および溶接金網に適用する。

　　これ以外は特記による。

１．　鉄筋の継手は重ね継手、ガス圧接継手又は特殊な鉄筋継手（建築

　　基準法施行令第７３条５項の規定に適合するもの。）とし、適用は

　　特記による。特記がなければ、鉄筋の種類に応じた継手工法は、

　　表３．１による。

１．　溶接金網の継手及び定着は、図３．２による。

鉄筋の直径（異形鉄筋では呼び名に用いた数値、丸鋼では径）

部材の内法寸法

部材の内法高さ

半径

間隔

中心線

ｄ

ｌｏ

ｈｏ

ｒ

＠

ＬＣ

１．　この標準図は、各種構造（ＲＣ造、ＳＲＣ造、Ｓ造）の鉄筋コン

　　クリート造部分に適用する。

　　よる。この標準図に、記載されていない事項は、「建築工事標準

　　仕様書」（以下、標仕）による。

３．　鉄筋の切断は、シャーカッターや電動カッター、または鉄筋冷間

５．　鉄筋の溶接は、アーク溶接とする。溶接技能者は、工事に相応

　　した技量を有する者とする。

６．　鉄筋の組立は、鉄筋の交差部および継手部の要所を径０．８ｍｍ

　　以上の鉄線で結束し、適切な位置にスペーサー、うま、吊り金物等

　　を使用して行う。

　　なお、スペーサーは、転倒及び作業荷重等に耐えられるものとし、

　　スラブのスペーサーは、原則として鋼製とする。また、コンクリート

　　打放しの仕上げとなる箇所には、防錆処理を行ったスペーサーを

　　使用する。

７．　前に打設したコンクリートから出ている鉄筋の位置を修正する場合

　　は、鉄筋の付け根で急に曲げないで、できるだけ長い距離で修正する。

８．　設備配管、スイッチ等の設置により、設計図書に定める配筋が困難

　　な場合は、設計者及び監督職員と協議する。

　　直角切断機等によって行う。ただし、圧接端面となる場合は、ガス

４．　鉄筋には、点付け溶接、アークストライクを行わない。

特記が無ければ、表４．１による。１．設計かぶり厚さは，特記による。

及び梁の主筋にＤ２９以上を使用する場合は，主筋のかぶり厚さを径

　　の１．５倍以上として最小かぶり厚さを定める。

２．　重ね継手および定着の長さは，特記がなければ表３．２による。

１．　隣合う継手の位置は、表３．３による、ただし、スラブ及び壁の

　　場合でＤ１６以下は除く。なお、先組み工法等で、柱、梁の主筋の
　　継手を同一箇所に設ける場合は、特記による。

３．　定着方法は、標仕５.３.４(ｅ)（２)による。

２．鉄筋の加工・組立て

３．鉄筋の継手・定着

１．共通事項

Ｃ．鉄筋の表示

Ａ．加工・組立て

Ｂ．末端部のフック

Ｃ．折曲げ

Ａ．鉄筋の継手及び定着長さ

Ｃ．溶接金網の継手及び定着

Ａ．適用範囲

Ｂ．凡例

４．鉄筋のかぶり厚さ及びあき

Ａ．鉄筋のかぶり厚さ

Ｂ．隣合う継手の位置
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70

70

70

15dベース筋

はかま筋

70

70

70

〔H≦300の場合〕 〔H≧杭径かつ杭頭をカットしない場合〕

〔H＞300の場合〕

70

端部配筋 中央部配筋 端部配筋

端部配筋 中央部配筋 端部配筋

▼
定着起点

中央部配筋 端部配筋

定着起点

端部配筋

▼▼
定着起点

▼
定着起点

（１）Ｈ形の１３５°曲げのフックが困難な場合は、Ｗ－１形とする。

やむを得ず上記以外の方法とする場合はｂ、ｃによる。

はかま筋

はかま筋

はかま筋有りはかま筋無し

中詰め

D13-@300

底盤補強筋

中詰め
コンクリート

コンクリート

コンクリート

ベース筋

ベース筋

中詰め

＊

基礎梁あばら筋と
同径・同間隔

* *

**

*

* *

*

**

杭頭補強の要領は図示による。ＰＨＣ杭で図示が無い場合は図５．４による。

＊

※耐圧スラブが付く場合は、図５．９に準ずる。

１
５
ｄ

１５０ｍｍ １５０ｍｍ

５
０
０
ｍ
ｍ
以
上
か
つ

１
５
０
０
ｍ
ｍ
以
下

５
０
０
ｍ
ｍ
以
上
か
つ

１
５
０
０
ｍ
ｍ
以
下 １
５
ｄ

≦
３
／
４
ｈ
ｏ

ｈ
ｏ

≦
３
／
４
ｈ
ｏ

ｈ
ｏ

ｈ
ｏ

Ｌ
２

ｈ
ｏ
／
２
＋
１
５
ｄ

ｈ
ｏ
／
２
＋
１
５
ｄ

Ｌ
２

Ｌ
２

Ｌ
２

≧８ｄ
ｄ

Ｌ Ｌ Ｌ

≧６ｄ

≧４０ｄ

≧６ｄ

ｄ

Ｌ

Ｄ Ｄあき

間隔

１．５倍

杭径の

杭径

Ｌ１

杭径

Ｌ２

１５ｄ

Ｈ

Ｌ２

杭径以上

Ｈ

１．５倍

杭径の

杭径

Ｌ１

Ｈ

１５０

梁幅 梁幅

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２Ｌ２

ｄ

≧８ｄ

Ｌ1h

Ｌ２

ｌｏ／４ ｌｏ／４ｌｏ／２

ｌｏ

（継手）１Ｌ

（余長）

１５ｄ（余長）

（余長）

１５ｄ
（余長）

Ｌ１（継手）

ｌｏ／４ ｌｏ／４ｌｏ／２

１５ｄ １５ｄ（余長）（余長） Ｌ１（継手）

（余長） （余長）

ｌｏ

ｌｏ

ｌｏ／４ ｌｏ／４ｌｏ／２

１５ｄ １５ｄ（余長）（余長） Ｌ１（継手）

Ｌ２

Ｌ２h

０＜Ｄ≦２００
２００＜Ｄ≦１０００

２hＬ２Ｌ

２０ｄ ２０ｄ

２０ｄ
２０ｄ

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［２］
かぶり厚さ

継手 定着

上階の鉄筋

が多い場合

下階の鉄筋

が多い場合

　　　・継手、定着は、すべての階に適用できる。

（注）・２．「鉄筋の組立・加工」で定めた鉄筋には、フックをつける。

　　　・隣合う継手の位置は、表３．３による。

１９　　．　．　　制定
工事名 番号

図面名 縮尺

設　計

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［２］

ａ．Ｈ形

ｂ．Ｗ－Ⅰ形

（イ） （ロ） （ハ） （ニ）

（イ） （ロ） （ハ）

（注）　溶接は、鉄筋の組立前に行う。

ｃ．丸形

（イ） （ロ）

Ｄは、鉄筋の最大外径

Ｌｃ

帯 筋 Ｄ１０－１００＠

・・・１０－Ｄ１６６００φ〃

・・・　８－Ｄ１６５００φ

・・・１０－Ｄ１３４５０φ

〃

〃

・・・　８－Ｄ１３４００φ〃

・・・　６－Ｄ１３杭径　３５０φ以下

※杭頭補強筋は、フックをつけない。

図示が無ければ下記による。

杭頭補強筋及び補強帯筋は図示による。

Ｄ１３＠３００縦横共

ベース筋

ベース筋

(1)直接独立基礎 (2)杭独立基礎

ベース筋

Ｄ１３－２００＠縦横共

杭頭補強筋

ベース筋

Ｄ１３－２００＠縦横共

底盤補強筋

ＧＬ

ベース筋

杭頭補強筋

基礎梁あばら筋

基礎梁主筋

布基礎配力筋

布基礎主筋 図示が無ければH=100ｍｍとする。

３．杭頭のフーチング内への埋込み深さHは図示による。

図示が無ければD13-@300とする。
２．はかま筋及び布基礎配力筋の径・本数は図示による。

原則ベース筋は継手を設けず通し筋とする。

（注）１．ベース筋の径・本数は図示による。

(3)直接連続基礎（はかま筋無し）

３－Ｄ１６

コンクリート打継ぎ面

ＬＣ ＬＣ

Ｌ ＬＣ Ｃ

Ｌ ＬＣ Ｃ

柱

梁梁

１９９９．７．１　改訂

２００８．４．１　改訂

２０１１．４．１　改訂

（注）　・図示のない事項は、９．「大梁」による。

　　　　・破線は、柱内定着の場合を示す。

　　　　・　　　　　　　印は、継手位置を示す。

　　　　・ハッチ部分は、望ましい継手位置を示す。

３－Ｄ１６

２０１７．４．１　改訂

２０２０．４．１　改訂

輪島市教育委員会教員総務課

図６．１

図７．２

図４．１

図５．１

図５．２

図５．３

Ｌ2h Ｌ2h

Ｌ2hＬ2h

Ｌ2h

Ｌ2h Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

＊Ｌ2hを確保できない場合は、

＊Ｌ2hを確保できない場合は、

図５．４(1) 図５．４(3)

図５．４(2)

図５．５

図５．６

図５．７

図５．８

図５．９

図５．１０

標仕5.3.4(e)(3)によることができる。

標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

（１）　継手及び圧接中心位置は、梁上端から５００ｍｍ以上、１５００ｍｍ以下、

　　　かつ、３／４ｈｏ（ｈｏは柱の内法高さ）以下とする。

（２）　重ね継手長さはＬ１とし、定着及び余長は図６．１による。ただし、柱頭

　　　定着長さＬ２が確保できない場合は、特記による。

溶接の場合は１０ｄ以上とする。

溶接は設備の整った工場で行うことを原則とする。やむを得ず現場で溶接し

なければならない場合には，十分に溶接できる作業条件と有資格者によって

行うこととする。

（２）　溶接する場合の長さＬは、両面フレア溶接の場合は５ｄ以上、片面フレア

（１）　粗骨材の最大寸法の１．２５倍

（２）　２５ｍｍ

（３）　隣合う鉄筋の平均径（呼名に用いた数値ｄ）の１．５倍

（１）　基礎梁のあばら筋の径及び間隔は、特記による。

（２）　基礎梁のあばら筋組立の形及びフックの位置は、１０．「あばら筋等」

　　　ができる。

　　　ができない場合は、柱内に定着する。ただし、やむを得ず梁内に定着

（３）　継手は原則として，コンクリートに常時圧縮応力が生じている

　　　部分，または応力の小さい部分に設ける。

（４）　継手は１か所に集中することなく、相互にずらして設けることを

　　　原則とする。

（１）　梁筋は、原則として柱をまたいで引き通すものとし、引き通すこと

　　　する場合は，図５．６による。

　　　による。ただし、梁せいが１．５ｍ以上の場合は．図５．１０によること

（２）　梁筋を柱内に定着する場合は、標仕５．３．４（ｅ）(2)による。

１．　柱主筋の継手及び定着は、次による。

２．　電気設備の埋め込みボックス等は、柱の断面欠損となり、強度、

　　耐久性の低下につながるため、原則として、埋め込まないことと

　　する。やむを得ず埋め込む場合には、柱の打増し、乾式工法（軽鉄

　　下地）等を検討する。また、配管についても１つの柱に集中させない

　　ようにするとともに、材軸方向と直交方向に配管する場合には柱の

　　貫通は行わないこととする。

３．　柱主筋にＸ形配筋を用いる場合は、「Ｘ形配筋部材の設計と施工

　　（日本建築士事務所協会）」を参考にする。この場合、鉄筋の加工、

　　組立は、特に精度よく行うこと。

１．　帯筋は，原則としてＨ形とする。ただし、構造上重要な柱、独立柱

等で特記するものはスパイラル筋とする。

　　１．による．

１．　鉄筋相互のあきは図４．１により、次の値のうち最大のもの以上

　　とする。ただし、特殊な鉄筋継手の場合のあきは、特記による。

２．　鉄骨鉄筋コンクリート造の場合、主筋と平行する鉄骨とのあきは

　　鉄筋の上を歩かないようにする。

１．　鉄筋の組立後、スラブ、梁等には、歩み板を置き渡し、直接

２．　コンクリート打込みによる鉄筋の乱れは、なるべく少なくする。

　　特にかぶり厚さ、位置及び間隔の保持に努める。

１．　基礎の配筋要領

２．　杭頭の補強要領

（注）１．中詰めコンクリートは、基礎のコンクリートと同じ調合のコンクリートを使用

　　による。

１．　基礎梁のあばら筋

２．　腹筋及び幅止め筋は、１０．「あばら筋等」による。ただし、梁せい

　　が１．５ｍ以上の場合は、特記による。

３．　あばら筋の割付は、１０．「あばら筋等」による。

１．　打増し補強は、１１．「梁の打増補強」による。

２．　土間スラブ等の打継ぎ補強は、１３．「スラブ」（３）スラブ等

　　の補強による。

４．　連続基礎及びべた基礎の場合

１．　一般事項

２．　基礎梁に構造スラブがつかない独立基礎の場合

３．　基礎梁に構造スラブがつく独立基礎の場合

１．　基礎接合部の補強は、特記による。特記が無ければ図５．５

７．帯筋

Ａ．帯筋

４．鉄筋のかぶり厚さ及びあき（続き）

６．柱

Ａ．柱の主筋

Ｂ．鉄筋の相互のあき

Ｃ．鉄筋の保護

５．基礎・基礎梁

Ａ．基礎

Ｃ．基礎接合部の補強

Ｅ．基礎梁のあばら等

Ｆ．基礎梁の補強

Ｄ．　基礎梁筋の継手及び定着
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端部筋本数>中央部筋本数

端部筋本数>中央部筋本数

２．　帯筋をスパイラル筋とする場合、次のとおりとし、

間隔は特記による。

135°フック

180°または
135°フック

吊上筋
（あばら筋と同径２巻き）

以後梁成が300増す
毎に１段増やす。

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

* *

Ｌ１２段筋

１５ｄ

Ｄ Ｄ

ａ

３００ｍｍ３００ｍｍ

以下 以下

３００ｍｍ

以下

３００ｍｍ

３００ｍｍ以下

３００ｍｍ以下

３００ｍｍ以下

３００ｍｍ
以下

以下

＠Ｐ２

＠Ｐ１

＠Ｐ１

＠Ｐ２

＠Ｐ１

１５ｄ（余長）

Ｄ

Ｄ

＠Ｐ

≦＠Ｐ

＝３０
．
． ＝３０

．
．

≧６ｄ

Ｄ

ｅ

ｅ

Ｄ

ｅ

Ｄ

ｅ

ｅ

Ｌ２

Ｌ２

Ｄ

ｅ

ｅ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

ｌ０Ｌ２ Ｌ２

ａ２

ａ１Ｌ２

Ｌ Ｌ２

ｌ０／４ ｌ０／４

Ｐ
＠

Ｐ
＠

Ｐ
＠

Ｐ
＠

≧６ｄ

≧６ｄ

Ｐ
＠

Ｐ
＠

ｌ０／２ｌ０／４ ｌ０／４

Ｌ１（継手）

Ｌ１（継手） １５ｄ（余長）１５ｄ（余長）

１５ｄ（余長）１５ｄ（余長）

１５ｄ（余長）

ｌ０

ｌ０／２ｌ０／４ ｌ０／４

Ｌ１

Ｌ１ Ｌ１Ｌ１Ｌ１

Ｌ
Ｌ１

≧８ｄ ≧８ｄ

≧６ｄ

≧８ｄ

＠Ｐ ＠Ｐ ＠Ｐ
≦＠Ｐ ≦＠Ｐ ≦＠Ｐ

＠Ｐ２＠Ｐ２ ＠Ｐ１

≦＠Ｐ２

Ｌｏ／４Ｌｏ／４ Ｌｏ／２

Ｌ０

Ｄ

Ｄ

2

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

2

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ
2

Ｌ2h

２０ｄ（余長） ２０ｄ（余長）

２０ｄ（余長）

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［３］

柱

梁

帯筋と同径、同材質、

同間隔

打増し部分

（ａ）　１方向の打増し （ｂ）　２方向の打増し

帯筋

上下の柱断面寸法が異なる場合、帯筋は、

一般の帯筋より１サイズ太い鉄筋又は同

径のものを２本重ねたものとする。

梁面より割り付ける。

（注）　・　図示のない事項については、

　　　　　一般の場合に同じ。

　　　　・　柱梁接合部の帯筋は特記された

　　　　　ピッチで配筋する。なお、＠Ｐ１、

　　　　　＠Ｐ２は、特記された帯筋の

　　　　　間隔を示す。

　　　　・　柱梁接合部は密実なコンクリート

　　　　　得られるように、締め固めを十分に

　　　　　行う。

梁
（注）　上階に柱がある場合の定着

　　　長さはＬ２とし、１５ｄは必要

　　　ないものとする。

最上階

一般階

曲げあげてもよい

曲げあげてもよい

下端筋

下端筋

（イ）

上端筋

下端筋

Ｌ ＬＣ

打増し部分

曲げあげてもよい

下端筋

梁

柱

柱 梁
梁

梁

柱

梁

柱

（注）

　直交梁の梁筋と

ぶつかる場合は破線

の納まりとする。

（ｅ／Ｄ　＞　１／６）

（ｅ／Ｄ　≦　１／６）

梁

柱

最上階

梁

水平でもよい

柱

梁

一般階

曲げあげてもよい

下端筋

直接定着できる場合、折曲げ

定着とする必要はない

１９　　．　．　　制定
工事名 番号

図面名 縮尺

設　計

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［３］

（イ） （ロ）

（注）　ＳＰ形において、柱頭及び柱脚の端部は、１．５巻以上の添巻きを行う。

ＳＰ形（スパイラル筋）

Ｄ：柱のせいｕＬｈ：上端筋の水平定着長さ

ｌＬｈ：下端筋の水平定着長さ

ｕＬｈ ｌＬｈ

Ｌ Ｌ
Ｃ Ｃ

（ロ） （ハ） （ニ）

（副あばら筋）

第１あばら筋

第１あばら筋

（注）　・あばら筋は、柱面の位置から割り付ける。

　　　　・図注の＠Ｐ１、＠Ｐ２は、特記されたあばら筋の間隔を示す。

腹筋

幅止め筋

１，２００≦Ｄ≦１，５００

２－Ｄ１０ ２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

１９９９．７．１　改訂

２００８．４．１　改訂

２０１１．４．１　改訂

Ｃ

（注）　・　２．「鉄筋の加工・組立て」で定めた鉄筋には、フックを

　　　　・　　　　　　　印は、継手及び余長を示す。

　　　　　つける。

　　　　・　破線は、柱内定着の場合を示す。

　　　　・　ハッチ部分は望ましい継ぎ手位置を示す。

のように引き通す

（注）　・　２．「鉄筋の折り曲げ」で定めた鉄筋には、フックをつける。

　　　　　印は、継手及び余長を示す。

　　　　・　梁内定着の端部が接近するときは、　

　　　　　ことができる。

　　　　・　破線は、柱内定着の場合を示す。

２（７０ｍｍ≦ａ、　　　ａ ≦２００ｍｍの場合）ａ ・　2１

６００≦Ｄ＜９００ ９００≦Ｄ＜１，２００

≧３／４Ｄ，かつ ≧３／４Ｄとする。

＊Ｌ2hを確保できない場合は、標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

＊Ｌ2hを確保できない場合は、標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

＊Ｌ2hを確保できない場合は、標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

＊Ｌ2hを確保できない場合は、標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

２０１７．４．１　改訂

２０２０．４．１　改訂
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図７．２

図１０．１

図９．１

図１０．３

図１０．２

図１０．４

図１０．５

図９．２

図７．１

図８．１

図９．３

図９．４

図９．５

（１）　あばら筋の種類、径及び間隔は、特記による。

（３）　腹筋に継手を設ける場合の継手長さは、１５０ｍｍ程度とする。

（５）　ハンチ基点のあばら筋の径、ピッチは特記による。

（２）　幅止め筋及び受け用幅止め筋は、Ｄ１０＠１０００程度とする。

（４）　壁梁の場合、腹筋の設定長さ及び継手長さは、特記による。特記が

（１）　継手及び圧接中心位置は、次による。

　　　　　　上端筋：中央Ｌｏ／２以内

　　　　　　下端筋：柱面より梁せい（Ｄ）以上離し、Ｌｏ／４以内

（２）　継手長さはＬ１とし，定着長さ及び余長は図９．３及び図９．４

　　　による。

（３）　梁主筋は、原則として柱をまたいで引き通すものとし、引き通す

　　　ことができない場合は、柱内に定着することができる。ただし、

　　　やむを得ず梁内に定着する場合は、図９．１による。

（１）　形は、図１０．１（イ）とする。ただし、Ｌ形梁の場合は、（ロ）

　　　又は（ハ）、Ｔ形梁の場合は（ロ）～（ニ）とすることができる。

（４）　梁主筋を外柱内に定着する場合は、原則として梁の上端筋は下向き

　　　定着とし，下端筋は上向き定着とする。また，上端筋及び下端筋とも

（５）　梁にハンチをつける場合、その傾斜は特記による。特記がなければ

　　　１：４とする。

（１）　スパイラル筋の重ね継手は長さ５０ｄ以上，かつ，３０ｃｍ以上

　　　とし，その末端は９０°フック余長１２ｄ以上，または１３５°

　　　フック余長６ｄとする。ただし，スパイラル筋の径は１３ｍｍ，

　　　またはＤ１３以下を原則とする。

　　　　原則として角スパイラルは，柱断面が正方形または正方形に近い

　　　長方形のものに用いる。

（２）　フックの位置は（イ）の場合は交互とし、（ロ）の場合のＬ形では

　　　スラブのつく側、Ｔ形では交互とする。なお（ハ）の場合はスラブ

　　　のつく側を９０°曲げとする。

　　（１）　間隔が一様で、ハンチの無い場合

　　（２）　間隔が一様で、ハンチのある場合

　　（３）　梁の端部で間隔の異なる場合

　　　なければＬ2とする。

　　　柱梁接合部における投影定着長さを柱せいの３／４倍以上とする。

１．　大梁主筋の継手及び定着の一般事項。

１．　あばら筋、腹筋及び幅止め筋の一般事項。

２．　あばら筋組立の形及びフックの位置

２．　梁及び耐力壁の鉄筋の定着長さは、打増し部分を除いて算定する。

１．　柱の打増しは、特記による。特記が無く、打増し幅が７０ｍｍ以上、

　　２００ｍｍ以下の場合には図８．１による。

３．　フック及び継手の位置は、交互とする。

４．　帯筋の割付けは、特記による。特記が無い場合は、図７．２による。

３．　あばら筋・腹筋の割付け

１．　一般の梁場合は図示による、図示が無い場合図１０．５による。

６．　梁主筋にＸ形配筋を用いる場合は、「Ｘ形配筋部材の設計と施工

　　（日本建築士事務所協会）」を参考にする。この場合、鉄筋の加工、

　　組立は、特に精度よく行うこと。

２．　ハンチのない場合の重ね継手及び定着は、図９．２による。

３．ハンチのある場合の定着は、図９．３による。

４．水平段差のある場合の定着は、図９．４による。

５．段違い梁の定着は、図９．５による。

Ａ．大梁の主筋

７．帯筋（続き） ９．大梁

１０．　あばら筋等

８．柱の打増補強

Ａ．あばら筋

Ａ．柱の打増補強

Ｂ．腹筋及び幅止筋
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３．ハッチ部分は望ましい継手位置を示す。

×

×

×
×
×
×

×
×

（ａ<70の場合は補強筋不要）

P1
P

P1
（P1≦P）

（　）は最上階

第１あばら筋

Ｌ2h

Ｌ3h

*

*

Ｌ3h*

*Ｌ2h

＊Ｌ2h、Ｌ3hを確保できない場合は、

Ｌ3h*

*Ｌ2h

（Ｌ2）

＊Ｌ2h、Ｌ3hを確保できない場合は、

*Ｌ2h

Ｌ3h*

*

*

＊Ｌ2hを確保できない場合は、標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｃ Ｃ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ly/4 Ly/4Ly/2

Lx
/4

Lx
/4

Lx
/2

〔上端筋〕

主力筋方向 Ａ Ｃ

配力筋方向 Ａ Ｄ

主力筋方向

配力筋方向

〔下端筋〕

Ｂ Ｃ Ｄ

Ｂ Ｃ Ｄ

〔上端筋〕片持床版の上端筋と同径@100以下

〔下端筋〕片持床版の下端筋と同径同ピッチ

〔上端筋〕片持床版の上端筋と同径1/2ピッチ

〔下端筋〕片持床版の下端筋と同径1/2ピッチ

L1

L1

φ

6以
上
1

かぶり20

補強を省略できる場合

L2
切断される鉄筋が3本以上の場合は

フックまたはカンザシ筋を設ける。

カンザシ筋

（切断される鉄筋と同径・同ピッチ）

*Ｌ2h

*Ｌ2h

*Ｌ2h

*Ｌ2h

＊Ｌ2hを確保できない場合は、

＊Ｌ2h、Ｌ3hを確保できない場合は、

標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

標仕5.3.4(e)(2)によることができる。

≦３００

≦３００

≦３００

≦３００

≦３００

ａ

ｂ ｂ

ａ

Ｌ２

Ｌ２

ａ
ｂ

Ｌ２

ａ２

ａ１

０ ｌ０

１５ｄ（余長） １５ｄ（余長）１５ｄ（余長）１５ｄ（余長）

ｌ

Ｌ１

（余長）１５ｄ １５ｄ（余長）

（余長） （余長）

Ｌ

１５ｄ ２／３ｌ

Ｌａ

Ｌ
ｂ

Ｌａ／２

Ｌａ／２

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ３

Ｌ
１

Ｌ
３

下
端
筋

上
端
筋

Ｌ
ａ
／
２

Ｌ
ｂ

Ｌａ

≒４５゜

ｌｏ／４ ｌｏ／４ ｌｏ／４ ｌｏ／４ｌｏ／２ｌｏ／２

（定着）Ｌ２

ｌｏ／６ ７ｌｏ／１２ ｌｏ／４ ｌｏ／４ ｌｏ／４ｌｏ／２

ｌｏ／４ ｌｏ／４ｌｏ／２

ｏ／３ ｌｏ／６ｌｏ／６

（余長） （余長）（余長）（余長）

２ｌ

ｌｏ

ｌ

Ｌ２

Ｌ３

Ｌ３

Ｌａ

Ｌｂ

１
０
０
以
下

１
０
０
以
下

Ｌ２

Ｌ２

１
０
０
以
下

先
端
壁
厚
以
上

Ｌ２
先
端
壁
厚
以
上

Ｌａ／２以上

Ｌ
ａ
／
２
以
上

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ３ Ｌ３

Ｌ２

Ｌ2

Ｌ3

Ｌ2h

Ｌ2h

２０ｄ ２０ｄ ２０ｄ ２０ｄ

２０ｄ ２０ｄ
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あばら筋と同径，

同材質，同間隔

ｂ≦３５０㎜の場合

　２－Ｄ１６

ｂ＞３５０㎜の場合

　３－Ｄ１６

打増し部分

打増し部分

（ａ）下端の打増し （ｂ）上端の打増し

あばら筋と同径，

同材質，同間隔

Ｄ１６

ｂ≦３５０㎜の場合

　２－Ｄ１６

ｂ＞３５０㎜の場合

　３－Ｄ１６

による。

「あばら筋等」

腹筋は，１０．

Ｄ１６

（ｃ）側面の打増し （ｄ）２方向の打増し

外端
連続端 連続端

端部

片持ち梁

先端小梁

折下げ

片持ち梁筋

折下げ

片持ち梁筋

水　平　断　面

小梁外端部 小梁連続端部

片持ち梁

（注）・図示のない場合は，（１）による。

　　　・先端小梁終端部の主筋は，片持ち梁内に水平定着する。

　　　・先端小梁の連続端は，片持ち梁の先端を貫通する通し筋としてよい。

短辺方向・主筋

長辺方向・配力筋

出隅部分の補強筋

出隅部分の補強筋

注）Ｌａ≧Ｌｂとする。

（出隅部分）

出隅部

出隅受け部

（出隅受け部分）

注）Ｌａ≧Ｌｂとする。

柱又は梁にＬ１定着する

先端小梁

（頭つなぎ梁）

２－Ｄ１３

２－Ｄ１３

２－Ｄ１３

２－Ｄ１３

１９　　．　．　　制定
工事名 番号

図面名 縮尺

設　計

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［４］

　　２．図示のない事項は，５．「基礎・基礎梁」Ｄ「基礎梁の継手及び定着」

及び９．「大梁」による。

（注）１．　　　　　　　　　印は，余長位置を示す。

　　　　以上を柱に定着する。

受け筋（Ｄ１３）

（Ｄ１３）

受け筋

受け筋

一般スラブの場合

（Ｄ１３）

受け筋

（Ｄ１３）

受け筋

耐圧スラブの場合

（Ｄ１６）

主筋

先端部補強筋　２－Ｄ１３

受け筋
Ｄ１３（Ｌｂ≦１，０００）

Ｄ１６（Ｌｂ＞１，０００）

配力筋　Ｄ１０＠２００

先端壁の縦筋の

径及び間隔に

合わせる

２－Ｄ１３ ２－Ｄ１３

（注）・先端の折れ曲げ長さＬａは，スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた

　　　　長さとする。

　　　・スラブに段差のない場合は，主筋を引き通してスラブに定着

　　　　してもよい。

片持床版配力筋

ｎ２本

ｎ１本

（ｎ１／２）本
（ｎ２／２）本

１９９９．７．１　改訂

２００８．４．１　改訂

２０１１．４．１　改訂

端部

　　　　柱に取り付く場合は，全数引き通せる場合でも，上端筋は，２本
　　　・　梁筋を引き通さない場合は，取合い部材に定着する。ただし，

　　　　とする。

　　　・　　　　　　　印は，余長を示す。

　　　・　先端の折曲げの長さＬは，梁せいからかぶり厚さを除いた長さ

（注）・　図示のない事柄は，９．「大梁」による。

下端筋

上端筋

７０㎜≦ａ≦２００㎜の場合

Ｄ１３

２０１７．４．１　改訂

２０２０．４．１　改訂

輪島市教育委員会教員総務課

図１０．６

図１２．４

図１３．１

図１２．２

図１３．２

図１３．３

図１３．４

図１３．５

図１３．６

図１３．７

図１３．８

図１３．９

図１３．１０

図１２．１

図１２．３

図１１．１

　　　開口によって切られる鉄筋と同量の鉄筋で周囲を補強し，隅角部に

　　　する。

（１）連続小梁の場合

（２）単独小梁の場合

（１）先端に小梁のない場合

（２）先端に小梁がある場合

（１）　出隅部及び出隅受け部（図１３．７の斜線部）の補強は，特記に

　　　よる。配筋方法は、図１３．７による。

（１）　スラブ開口の最大径が７００㎜以下の場合は，図１３．８により

　　　斜め方向に２－Ｄ１３（ｌ＝２Ｌ1）シングルを上下筋の内側に配筋

２．　壁梁の場合は，図１０．６による。

１．小梁主筋の継手及び定着

２．あばら筋は，１０．「あばら筋等」による。

３．打増補強筋は，１１．「梁の打増補強」による。

２．あばら筋は，１０．「あばら筋等」による。

３．打増補強筋は，１１．「梁の打増補強」による。

１．　スラブの厚さ及び配筋は，特記による。

４．出隅部

１．　梁の打増しは図示による。図示が無い場合は図１１．１による。

２．　小梁，耐力壁及びスラブの鉄筋の定着長さは，打増し部分を除いて

　　算定する。

１．片持ち梁の配筋要領

　　とする。

　　ができない場合は，図１３．３により梁内に定着する。

２．　配筋可能な限り継手は設けない加工とする。

３．　配筋は，中央から割り付け，端部は定められた間隔の１／２以下

４．　鉄筋の重ね継手長さは，Ｌ１とする。

５．　定着長さ及び受け筋は，図１３．２による。ただし，引き通すこと

６．スラブ筋の継手は、原則として梁内に設けないこと。

２．　鉄筋の上下位置を保持するために一般のスラブよりバーサポート

　　による鉄筋の保持を堅固にする。

１．　片持ちスラブの厚さ及び配筋は，特記による。

３．　先端に壁が付く場合

１．　スラブ開口部の補強は、特記による。

７．スラブ筋の継手可能位置

Ｃ．スラブ筋等の補強

１０．　あばら筋等（続き）

１２．小梁，片持ち梁

１３．スラブ

１１．梁の打増し補強

Ａ．小梁

Ｂ．片持ち梁

Ａ．スラブ

Ａ．梁の打増し補強

Ｂ．片持ちスラブ
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よる。

なお,リング筋は,溶接金網に４箇所以上溶接する。

Ｄ１０縦横

稲妻筋D10-@200

上端主力筋

配力筋

段押え筋D13

下端主力筋

主筋と同径

〔二辺固定スラブ階段〕

段鼻筋2-D13

稲妻筋D10-@200

上端主力筋

配力筋

段押え筋D13

主筋と同径

段鼻筋　D13

150

150

下端主力筋

〔片持ちスラブ階段〕

下端を打増す場合は、上端側と
同様の補強筋を入れる。

表１４．１　階段受壁の縦筋（L：片持階段の出寸法）

図１４．１

*

*

補強を省略することができる。

（あばら筋の内側）

（あばら筋の内側）

1200＜L≦1500 1500<L≦1800

D13-@150ダブル

D13-@200ダブル

D13-@125ダブル

D13-@150ダブル

D13-@200ダブル

補強筋の定着長さ

Ｈ Ｈ

５Ｈ以上５Ｈ以上

中間部 端部

中間部 端部

又は

*

*

*

壁　厚

180

200､220

250

L≦1200

D13-@200ダブル

ａ ａ

ａ ａ

Ｌ２Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ１ Ｌ１

Ｌ１

Ｌ１

≦５０

２００２００２００

３５０㎜

Ｈ

Ｌ２

Ｌ２

１５０

ｌｏ

ｔ

ｔ Ｌ３

ｔ

ｔ

１５０

Ｌ３

ｌｏ

１５０

ｌｏ

ｔ

ｔ Ｌ３

ｔ

Ｌ３

Ｌ２ Ｌ２

Ｌ3
Ｌ2 Ｌ2

Ｌ２

３５０㎜

Ｈ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ2h

Ｌ3

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ2

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ3

Ｌ２

Ｌ2h

Ｌ2h

Ｌ3

Ｌ２

Ｌ2

Ｄ ｈ
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〈ＭＨ形及びＭ形〉

Ｄ１０＠２００

いなずま筋

（片持ちスラブ階段）

５－Ｄ１０（ｌ＝１，５００）

５－Ｄ１０（ｌ＝１，５００）

Ｄ１３Ｄ１３

土間コンクリート補強筋

土間コンクリート

ＬＣ

（注）・　階段主筋は，壁の中心線を越えてから

　　　　縦に降ろす。

（注）　　　　　は，一般部のあばら筋を示す。

（注）　　　　　は，一般部のあばら筋を示す。

斜め筋 縦　筋

縦　筋 溶接金網

配筋
種別

Ｈ１

Ｈ２

Ｈ３

Ｈ４

Ｈ５

Ｈ６

Ｈ７

配筋
種別

Ｍ１

Ｍ２

Ｍ３

Ｍ４

２－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１６

４－２－Ｄ１６

４－２－Ｄ１９

４－２－Ｄ２２

２－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１３

６－２－Ｄ１３

リング筋 配　筋　図

な　し

１３φ

な　し

２－２－Ｄ１３

２－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１３

な　し

２－６φ－１００＠

横　筋

な　し

２－２－Ｄ１３

２－２－Ｄ１３

上下縦筋

な　し

２－２－Ｄ１３

３－２－Ｄ１３

配　筋　図

（ａ）Ｈ形配筋

（ｂ）Ｍ形配筋

１９　　．　．　　制定
工事名 番号

図面名 縮尺

設　計

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［５］

Ｄ１３

Ｄ１３

Ｄ１３

（ａ）　Ｈ≦７０㎜の場合

（ｃ）　１５０mm＜Ｈの場合

Ｄ１９

受け筋

受け筋

受け筋

受け筋

受け筋

受け筋

１９９９．７．１　改訂

２００８．４．１　改訂

２０１１．４．１　改訂

ａ≦３００㎜

スラブ筋と

同径・同間隔

スラブ筋と
同径・同間隔

ａ≦３００㎜

補強筋の鉄筋径及
び間隔に合わせる

重ね継手

（ｂ）　７０＜Ｈ≦１５０mmの場合

Ｄ１３

Ｄ１３

下縦筋（ロ型）

縦筋（ロ型）

上縦筋（ロ型）

ＬＣ

縦筋

突出し

余長

Ｄ／２

突出し

かぶり
余長

突出し

かぶり
余長

あばら筋斜め筋

溶接金網
リング筋

溶接金網

あばら筋

縦筋斜め筋

〈Ｈ形〉

あばら筋

縦筋

横筋

斜め筋下縦筋

上縦筋

横筋

斜め筋

あばら筋

突合せ溶接

リング筋

２０１７．４．１　改訂

２０２０．４．１　改訂

輪島市教育委員会教員総務課
図１５．１

図１４．２

表１５．１　Ｈ形配筋

表１５．２　Ｍ形配筋

図１３．１１

図１３．１２

図１３．１４

図１３．１３

図１５．２

１３．スラブ（続き） １４．階段の配筋

１５．梁貫通

　　　　貫通孔の中心とする。

　　　上端筋の下側に配置する。

（１）　基礎梁とスラブを一体打ちとしないで，打継ぎを設ける場合の補強

　　　土間スラブとは，土に接するスラブをいう。

（１２）　補強形式は表１５．１～表１５．３により，配筋種別は特記による。

　　　　選定方法は、建設大臣官房庁営繕部監修「建築構造設計規準及び同解説」

　　　　による。

（１）　段差のあるスラブの補強は図示による。図示が無ければ

　　　接合部は，図１３．１３による。

（１）　土間コンクリートの補強筋は，特記による。なお，基礎梁との

　　　図１３．１４による。

（１）　屋根スラブの出隅及び入隅部分には、図１３．１１により、補強筋を

　　　は，特記による。特記がなければ，図１３．１２による。ただし，

　（２）　孔の径は，梁せいの１／３以下とし，孔が円形でない場合はこれの

　　　　　外接円とする。

　（１）　梁貫通孔補強筋の名称は，図１５．１による。　

　（３）　孔の上下方向の位置は，梁せい中心付近とし,梁中央部下端は梁下端

　　　　より１／３Ｄの範囲には設けてはならない。

　（４）　孔は,柱面から,原則として,１.５Ｄ（Ｄは梁せい）以上離す。

　　　　ただし,基礎梁,壁付帯梁は除く。

　（５）　孔が並列する場合は，その中心間隔は，孔の平均値の３倍以上と

　　　　する。

　（６）　縦筋及び上下縦筋は,あばら筋の形に配筋する。

　（７）　補強筋は,主筋の内側とする。また,鉄筋の定着長さは,図１５.２に

　　　　鉄筋を緩やかに曲げることにより,開口部を避けて配筋できる場合は,

　（８）　孔の径が梁せいの１／１０以下，かつ，１５０㎜未満のものは，

　（９）　溶接金網の余長は１格子以下とし，突出しは１０㎜以上とする。

　（１０）　溶接金網の貫通孔部分には,鉄筋1-13φのリング筋を取りつける。

　（１１）　溶接金網の割付け始点は，横筋ではあばら筋の下側とし，縦筋では

１．　階段の配筋は，特記による。

２．　屋根スラブの補強

３．　土間スラブの打継ぎ補強

４．　土間コンクリートの補強

５．　段差のあるスラブの補強

３．　片持ちスラブ階段の配筋方法は、図１４．２による。

４．　片持ちスラブ形階段のいなずま筋は，Ｄ１０＠２００とし、受け

　　壁面より５０ｍｍのところに第１いなずま筋を配筋する。

２．　階段の配筋方法は、図１４．１による。

１．　梁貫通孔の補強は，特記による。特記がなければ，次による。

Ａ．階段

Ａ．梁貫通孔の補強
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西部地区小学校災害復旧工事

(a)

(b)

(c)

梁への定着

Ｌ2以上かつ

150程度

梁中心線を越える

(b)(c)は主筋の外側にある場合

1/2ｔ以上

ｔ

あき重ね継手可

（鉄筋を無理に曲げない）

Ｌ
2

Ｌ
2
a

Ｌ
2

Ｌ
2
a

Ｌ
2

≦＠Ｐ

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２
Ｌ２

継手

Ｌ２

Ｌ２

Ｌ２ Ｌ２ Ｌ２ Ｌ２

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ１

Ｌ１

ａ

Ｌ２

２００㎜

Ｌ２

８００

１５０㎜

１００㎜

ｌ

Ｌ１Ｌ１

５
０

１
４
０
０

３
０
０

１
０
０
０

１５０

１２０

４
０
０

１
８
０

４００１５０４００４００

高
さ
１
２
０
０
以
下

１
０
０

５
０

３
０
０

１
０
０

高
さ
１
２
０
０
以
下

４
０
０

１
８
０

４００４００４００

１
８
０
０

１
４
０
０

５
０

３
０
０

１
０
０

１５０

１２０

４
０
０

１
８
０

４００

１
８
０
０

１
４
０
０

２
５
ｄ

１５０１５０

≧
Ｌ
１

５
０

≧Ｌ１
５０

Ｌ
１

≧Ｌ１

≧
Ｌ
１

５０

５
０

Ｌ
１

Ｌ
２

ｔ＝１５０以上

ｈ

Ｌ1

＠Ｐ

≦＠Ｐ

≦＠Ｐ

≦＠Ｐ

＠Ｐ

Ｌ１

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［６］

補強かんざし筋

Ｄ１６ あばら筋

帯筋

梁

柱

打増部分

打増部分

（１）柱、梁

打増部分

あばら筋 柱

基礎梁

基礎

（２）基礎梁

梁

床版

壁

打増部分

打増部分（３）床版、壁

（注）　　　　　は，一般部のあばら筋を示す。

斜め筋 縦　筋
配筋
種別

ＭＨ１

ＭＨ２

ＭＨ３

ＭＨ４

ＭＨ５

ＭＨ６

ＭＨ７

２－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１６

４－２－Ｄ１６

４－２－Ｄ１９

２－２－Ｄ１３

な　し

配　筋　図リング筋

な　し

２－６φ－１００＠

２－６φ－１００＠

な　し

２－２－Ｄ１３

２－２－Ｄ１３

４－２－Ｄ１３

溶接金網

（ｃ）　ＭＨ形配筋

配筋の表示

４－２－Ｄ２２

３－２－Ｄ１３

２－６φ－１００＠

上下縦筋

溶接金網

斜め筋

縦筋

配筋凡例

４本のＤ２２が２面入ることを示す

４本のＤ１３があばら筋状に孔の両側に２本

づつ入ることを示す

孔の上下の部分にそれぞれＤ１３のあばら筋

が３本入ることを示す

６φー１００＠の溶接金網が２面入ることを

示す。

（注）＠Ｐは，壁筋の間隔を示す。

主筋位置

交差部補強筋

交差部補強筋

交差部補強筋

交差部補強筋
交差部補強筋

交差部　（水平断面）

端部の補強筋（特記による）

交差部

補強筋（特記による）

（特記による）

（特記による）

交差部

補強筋

（垂直及び水平断面を示す。）

開口

補強筋

壁配筋

打増し部

縦筋はＤ１０とし，間隔は２００㎜

横筋はＤ１０とし，間隔は壁横筋と同じ

２－Ｄ１３

２－Ｄ１３
Ｄ１０－１５０＠

Ｄ１０＠１５０ダブル

Ｄ１０＠１５０ダブル

横

縦

高さｈ＞８００の場合、

設計図書による。

コンクリートブロツク帳壁

（水平断面，垂直断面とも）

Ｄ１３

Ｄ１６

Ｄ１０ Ｄ１０＠２００

コンクリートブロツク帳壁

Ｄ１０＠２００

補強筋

Ｄ１０＠２００

補強筋

コンクリートの厚さ

種　　別 Ｃ　　種

フック筋

曲げ内のり直径（㎜）

補強かんざし筋

補強腹筋（㎜）

吊上げ荷重（ＫＮ）

Ａ　　種 Ｂ　　種

Ｄ１６，ｌ＝６００

１０≧Ｗ

φ１９又はＤ１９

５０≧Ｗ＞３０ ３０≧Ｗ＞１０

φ２５又はＤ２５ φ２２又はＤ２２

Ｄ１６，ｌ＝９００ Ｄ１６，ｌ＝７５０

２－Ｄ１６

１００

表１６．１　機械吊上げ用フック

１８０゜フック 補強鉄筋　Ｄ１６

フック筋

丸鋼の場合 異形鉄筋の場合

ＧＬ

Ｄ１０

Ｄ１０

Ｄ１０
Ｄ１３

Ｄ１３

Ｄ１０ 基本フ゛ロック

３９０×１９０×１２０
空洞フ゛ロック

縦筋は、フ゛ロックの空洞部内で

重ね継ぎをしてはならない

道路

横筋用フ゛ロック

かき木

フ゛ロック

○控壁のない塀（例） 高さ１．２ｍ以下

立面配筋図 断面配筋図

Ｄ１０
Ｄ１３

Ｄ１３

Ｄ１０

空洞フ゛ロック

Ｄ１３

壁厚１５㎝以上（高さ２ｍ以下は１２㎝以上）

ＧＬ

Ｄ１０

高
さ
２
２
０
０
以
下

Ｄ１３

Ｄ１３

控壁間隔３．４ｍ以下

壁の高さの
１／５以上

横筋用

フ゛ロック

Ｄ１０

Ｄ１０

道路

控壁用型枠
フ゛ロック

３９０×１９０×１５０

一般部断面配筋図立面配筋図 控壁部断面配筋図

の控壁

○控壁のある塀（例） 高さ２．２ｍ以下

Ｄ１０

Ｄ１０

ＧＬ

直交壁に定着する

直交壁に定着する

１３φ

１３φ

１９　　．　．　　制定
工事名 番号

図面名 縮尺

設　計

鉄筋コンクリ－ト構造配筋標準図［６］

柱

梁

主筋位置

主筋位置

梁

交差部補強筋

１９９９．７．１　改訂

２００８．４．１　改訂

２０１１．４．１　改訂

４－２－Ｄ１３

２０１７．４．１　改訂

２０２０．４．１　改訂

輪島市教育委員会教員総務課

表１５．３　ＭＨ形配筋

図１６．４

図１６．５

図１６．７

図１６．１０

図１６．６

図１７．１

図１６．９

図１６．８

図１６．１ 図１６．２

図１６．３

　　　受けて，両面フレア溶接の場合は５ｄ以上，片面フレア溶接の場合は

　　　１０ｄ以上とすることができる。

（１）　壁の配置及び配筋は，特記による。

１ とする。２とし，定着長さはＬ

（１）　配筋可能な限り継手は設けない加工とする。

（２）　壁筋の重ね継手長さはＬ

（３）　一般部壁筋の配筋は，図１６．１による。

（２）　特記が無い場合、配筋は図１６．７による。

（４）　原則として，継手は柱・梁の中には設けないこと。

（５）　横筋の場合は，１スパンごとに柱に定着することは差し支えない。

（６）　土圧等の面外力を受ける壁の場合は，圧縮側の位置に継手を設ける。

（７）　重ね継手及び定着の長さがとれない場合は，監督職員の承諾を

（８）　幅止め筋は，縦，横ともＤ１０＠１，０００程度とする。

１．　将来増築予定の打増部分の配筋は、特記による。

２．　建設技術評価規定第９条１項の規定に基づき建設大臣が評価して

　　いる製品を使用する場合、または、建設省の技術評価が行われた後、

　　開発され又は改良され、（財）日本建築センターにより評価された

　　製品を使用する場合は、製品の形式による適用範囲のほか、施工上

　　の留意事項も確認すること。

３．　梁貫通孔は、原則として、せん断力の大きいところは避けて設け、

　　必要に応じて適切な補強を行う。また、梁には、原則として、配管

　　等の埋設を行わない。

１．　一般事項

５．　片持ちスラブ形階段を受ける壁の縦筋は、横筋の外側に配筋する。

６．　コンセントボックス等を壁に埋め込む場合の補強は，特記による。

７．　壁の打増し補強筋は特記による。特記が無く、打増厚さが５０㎜

２．　パラペットの配筋は，原則として複配筋とし、端部には補強筋を配筋

　　すること。

１．　パラペットの配筋は，特記による。特記が無く、高さｈが８００以下

１．　控壁

　　による。

　　種別は特記による。

１．　ブロック塀の配筋は、特記による。

２．　塀の高さ（地盤面に高低差のある場合は低い方による）は２．２ｍ

　　以下とする。

３．　塀の厚さは、塀の高さ２ｍ以下は１２㎝以上、２ｍを超える場合は

　　１５㎝以上とする。

４．　地盤が液状化の恐れのある砂質土および軟弱土の場合は、別途検討

　　する。

５．　鉄筋挿入部はモルタルを充てんする。

　　以上，２００㎜以下の場合は図１６．５による。

２．　帳壁が土間コンクリート上に設置される場合の補強は，図１６．８

１．　梁に設ける機械吊上げ用フックは表１６．１、図１６．９により、

４．　壁の開口補強筋は特記による。定着長さは，図１６．４による。

　　の場合は図１６．６による。

２．壁の配筋は特記により、その定着は図１６．３による。

３．壁の交差部の補強筋及び端部の補強筋は、特記がなければD13とする。

１６．壁，その他

１７．増築用の配筋

Ｃ．コンクリートブロツク帳壁

Ｄ．機械吊上げ用フック

Ａ．　増築用の配筋

Ａ．壁

Ｂ．パラペット Ｅ．コンクリ－トブロック塀

１５．梁貫通（続き）



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

ＦＳ１
ＦＳ１ＦＳ１

ＦＳ１ＦＳ１

ＦＳ１ ＦＳ１ＦＳ１ＦＳ１ＦＳ１ＦＳ１

ＦＳ１ ＦＳ１ＦＳ１ＦＳ１ＦＳ１ＦＳ１

ＦＳ１ ＦＳ１ ＦＳ１ＦＳ１

ＦＳ１

基礎伏図
２６．０３ ２５－４２ 1/150Ｓ－０８

西部地区小学校災害復旧工事

既存建物

埋戻し

埋戻し

埋戻し

既
存
建
物

・特記無き基礎下端レベルは１ＦＬ－２，１５０とする。

【 特 記 事 項 】

・　　　　　は人通孔Φ６００を示す。

・ピット底版ＦＳ１天端レベルは１ＦＬ－１，８５０とする。

既存体育館

既存校舎棟

　地盤改良余幅は５００、改良厚は１，０００とする。

・基礎下については浅層混合地盤改良を行う。

５，６００ ５，６００ ５，６００ ５，６００

７
，
７
０
０

８
，
０
０
０

５，６７５

１
，
７
５
０

３，９８５

３，４１０

Ｘ

Ｙ

８
，
０
０
０

３
，
１
５
０

４
，
５
５
０

３，７１５

Ｙ２

Ｙ４

Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６

Ｙ１

Ｘ７Ｘ２Ｘ１

Ｙ２

Ｙ１

Ｙ３

Ｙ４

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　

▼基礎下地盤改良

▼基礎下地盤改良

▲
基
礎
下
地
盤
改
良

▲基礎下地盤改良

▼
基
礎
下
地
盤
改
良



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

ＳＤ１ ＳＤ１

ＳＤ１

ＳＤ１

ＳＤ１ＳＤ１ＳＤ１ＳＤ１ＳＤ１

ＳＤ１

Ｓ２

Ｓ２

ＣＳ２ ＣＳ２ ＣＳ２

２６．０３ ２５－４２ 1/150
１階床梁伏図

Ｓ－０９

西部地区小学校災害復旧工事

Ｗ１５

Ｗ
１
５

ＰＷ３０ ＰＷ３０ ＰＷ３０ ＰＷ３０

Ｐ
Ｗ
３
０

Ｐ
Ｗ
３
０

Ｐ
Ｗ
３
０

ＰＷ３０ＰＷ３０ＰＷ３０

ＥＷ１８Ｗ１８Ｗ１８ ＥＷ１８ ＥＷ１８

Ｅ
Ｗ
２
５

Ｗ１８ Ｗ１８

Ｅ
Ｗ
２
５
Ａ

Ｅ
Ｗ
２
５
Ａ

Ｗ
１
８

ＥＷ２５Ａ ＥＷ２５Ａ ＥＷ２５Ａ ＥＷ２５Ａ

Ｅ
Ｗ
２
５
Ａ

ＥＷ１８

Ｃ１

Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１Ｃ１Ｃ１

Ｃ１

Ｃ１

Ｃ２

Ｃ２Ｃ２Ｃ２Ｃ２Ｃ２

Ｃ１ Ｃ１Ｃ１Ｃ１Ｃ１Ｃ１

Ｃ１

－８
０　
～　
－１
３０

スラ
ブ天
端：
１Ｆ
Ｌ

ＦＢ１ ＦＢ１ ＦＢ１ＦＢ１

既存建物

▼
Ｅ
Ｘ
Ｐ
.Ｊ

▼ＥＸＰ .Ｊ

既
存
建
物

Ｆ
Ｂ
６

ＦＢ１ＦＢ１ ＦＢ１ＦＢ１

ＦＢ１ ＦＢ１

Ｂ６

Ｆ
Ｂ
２

ＦＢ３

Ｆ
Ｂ
２

梁
側
面
増
打

梁
側
面
増
打

Ｆ
Ｃ
Ｇ
２

Ｆ
Ｃ
Ｇ
２

Ｆ
Ｃ
Ｇ
２

Ｆ
Ｃ
Ｇ
２

ＦＣＧ２

ＦＣＧ２

ＦＣＧ２

Ｆ
Ｃ
Ｇ
２

Ｆ
Ｃ
Ｇ
２

Ｆ
Ｃ
Ｇ
２

Ｆ
Ｃ
Ｇ
３

ＦＧ１ ＦＧ１ ＦＧ２

ＦＧ４ＡＦＧ４ＡＦＧ４Ａ

Ｆ
Ｇ
１
４

Ｆ
Ｇ
１
４

ＦＣＧ１

ＦＧ４

ＦＧ３
Ｆ
Ｇ
１
４

Ｆ
Ｇ
１
１

Ｆ
Ｇ
１
２

Ｆ
Ｇ
１
１

Ｆ
Ｇ
１
２

Ｆ
Ｇ
１
３

Ｆ
Ｇ
１
２

Ｆ
Ｇ
１
３

Ｆ
Ｇ
１
１

ＦＧ４ ＦＧ４ ＦＧ４ ＦＧ４ ＦＧ４

Ｆ
Ｃ
Ｇ
３

Ｆ
Ｃ
Ｂ
１

ＦＧ３ＦＣＧ１

ＦＣＧ１

Ｆ
Ｇ
１
３
Ａ

ＦＧ１ ＦＧ１

ＦＧ３

ＦＧ４Ａ

Ｆ
Ｇ
１
４

Ｆ
Ｇ
１
２

Ｆ
Ｇ
１
２

既存校舎棟

既存体育館

・特記無きスラブ符号はＳ１とする。

・特記無きスラブ天端レベルは１ＦＬ－１０とする。

・　　　　　　範囲のスラブ天端レベルは１ＦＬ－１５０とする。

・　　　　　　範囲のスラブ天端レベルは１ＦＬ－４０とする。

・土間コンクリート　ＳＤ１躯体天端は１ＦＬ－１００～－１５０

【 特 記 事 項 】

・　　　は壁スリットを示す。

・土間コンクリート下は地盤改良t＝５００とする。

・既存とのＥＸＰ.Ｊクリアランスは１００とする。

・　　　　は床点検口を示す。

・基礎大梁・片持梁・基礎小梁（ＦＢ１）天端は１ＦＬ－３５０

　その他の基礎小梁天端はスラブ下端とする。

１
，
６
２
５

３
，
１
５
０

５，６００ ５，６００ ５，６００ ５，６００

７
，
７
０
０

８
，
０
０
０

８
，
０
０
０

３，５９０ ３，９８５ ５，６７５

４
，
５
５
０

２
，
４
７
５

２
，
４
７
５

２，４７５

Ｘ

Ｙ

Ｙ３

Ｙ２

Ｘ２ Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６

Ｙ２

Ｙ４

Ｙ１ Ｙ１

Ｘ７Ｘ１

Ｙ４

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　

▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

▼



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

ＣＳ１ ＣＳ１ ＣＳ１

２６．０３ ２５－４２ 1/150
Ｒ階床梁伏図

Ｓ－１０

西部地区小学校災害復旧工事

設備機器基礎

設備機器

既存建物

ＣＢ１

ＣＢ１

Ｂ１

Ｂ１

Ｂ３ Ｂ３ Ｂ３ Ｂ３ Ｂ４

Ｂ４Ｂ３Ｂ３

Ｂ２ Ｂ２ Ｂ２ Ｂ２Ｂ２

Ｂ
２

Ｂ
２

Ｂ
２

Ｂ
２

ＣＢ２

ＣＢ２

Ｂ２ Ｂ２ Ｂ２ Ｂ２ Ｂ２ Ｂ２ Ｂ２ Ｂ２

Ｂ
２

Ｂ
２

Ｂ
２

Ｂ
２

Ｂ
５

Ｂ３

既
存
建
物

Ｂ３

Ｂ
２

Ｂ
２

Ｂ
２

▼水上：水下＋２５０

▼水下：１ＦＬ＋４１００

▼水下：１ＦＬ＋４１００

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

Ｃ
Ｇ
３

ＣＧ４

ＣＧ４

ＲＣＧ２

Ｒ
Ｇ
１
３

Ｃ
Ｇ
５

Ｃ
Ｇ
５

Ｒ
Ｇ
１
３

Ｒ
Ｇ
１
４

Ｒ
Ｇ
１
３

Ｒ
Ｇ
１
４

Ｒ
Ｇ
１
２

Ｒ
Ｇ
１
２

Ｒ
Ｇ
１
２

Ｒ
Ｇ
１
４
Ａ

Ｒ
Ｇ
１
４
Ａ

Ｒ
Ｇ
１
２

Ｒ
Ｇ
１
１

Ｒ
Ｇ
１
１

Ｒ
Ｇ
１
１

Ｒ
Ｇ
１
２

ＲＧ４Ａ ＲＧ４Ａ

ＲＧ３

ＲＧ４Ａ

ＲＧ４Ａ ＲＧ４Ａ ＲＧ４Ａ

ＲＧ３

ＲＧ４Ａ

ＲＧ４Ａ

ＲＣＧ１

ＲＣＧ２ ＲＧ３ ＲＧ１ ＲＧ１ ＲＧ１ ＲＧ１ ＣＧ４ＲＧ２

ＲＧ４ ＲＧ４

（＋５０）（＋５０） （＋５０） （＋５０） （＋５０） （＋５０） （＋５０）

（＋２４０） （＋２４０） （＋２４０）（＋２４０）

（＋１６０）
（＋１６０）

（＋５０）
（＋５０） （＋５０）（＋５０）（＋５０）

（＋５０）

（＋１６０）

（＋２４０） （＋２４０）（＋２４０） （＋２４０）

・特記無きスラブ符号はＳ１とする。

・（　　　）内はＲＦＬ水下からの梁天端レベルを示す。

【 特 記 事 項 】

既存体育館

既存校舎棟

５，６００ ５，６００ ５，６００ ５，６００

７
，
７
０
０

１
，
６
２
５

３
，
１
５
０

８
，
０
０
０

８
，
０
０
０

３，５９０ ３，９８５ ５，６７５

Ｘ

Ｙ

４
，
５
５
０

２
，
４
７
５

２，４７５

２
，
４
７
５

Ｘ２ Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６

Ｙ２

Ｙ４

Ｙ３

Ｙ２

Ｙ１ Ｙ１

Ｘ７Ｘ１

Ｙ４

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２ 1/150
軸組図　１

Ｓ－１１

西部地区小学校災害復旧工事

Ｗ１８

ＥＷ１８ Ｗ１８ ＥＷ１８ Ｗ１８ ＥＷ１８Ｗ１８

ＥＷ１８

Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１

Ｃ１ Ｃ１

Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１ Ｃ１ Ｃ２

Ｃ１

Ｃ１

Ｃ１

Ｃ１

ＲＣＧ４ＲＧ１ ＲＧ１ ＲＧ１ ＲＧ２ＲＧ３ ＲＧ１

ＦＣＧ１

ＦＣＧ１

ＦＣＧ１

ＦＣＧ２

ＦＣＧ２

ＲＣＧ２

ＲＧ３ ＲＧ４Ａ ＲＧ４Ａ ＲＧ４ＡＲＣＧ１ ＲＣＧ４

ＲＧ３ Ｂ３ Ｂ３ Ｂ３ Ｂ４ ＣＢ２ＲＧ４ＡＲＣＧ２

ＦＧ３ ＦＧ４ ＦＧ４ ＦＧ４ ＦＧ４ ＦＧ４

ＦＧ３ ＦＧ１

ＦＧ３Ａ

ＦＧ１ ＦＧ１ ＦＧ２

ＲＧ４ ＲＧ４

ＦＧ１

ＦＧ４ ＦＢ１ ＦＢ１ ＦＢ１ ＦＢ１

※　　　は壁スリットを示す。

既存校舎棟

５，６００ ５，６００ ５，６００ ５，６００

５，６００ ５，６００ ５，６００ ５，６００

５，６００ ５，６００ ５，６００ ５，６００

Ｙ３通　軸組図

Ｙ２通　軸組図

Ｙ１通　軸組図

２
５
０

４
，
１
０
０

▲ＲＦＬ（水下）

▼ＲＦＬ（水上）

▼１ＦＬ

１
５
０

▼設計ＧＬ

２
５
０

４
，
１
０
０

▲ＲＦＬ（水下）

▼ＲＦＬ（水上）

▼１ＦＬ

１
５
０

▼設計ＧＬ

３，５９０

３，５９０ ３，９８５

３，５９０ ３，９８５

３，９８５

５，６７５

５，６７５

５，６７５

２
５
０

４
，
１
０
０

▲ＲＦＬ（水下）

▼１ＦＬ

１
５
０

▼設計ＧＬ

２
，
８
５
０

２
，
０
０
０

２
，
０
０
０

２
，
０
０
０

▼ＲＦＬ（水上）

５
０

▼梁天端

▼梁天端

１
６
０

▼梁天端

２
４
０

２，４７５

２，４７５

２，４７５

Ｘ２ Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６

Ｘ２

Ｘ２ Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６

Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６ Ｘ７

Ｘ７

Ｘ７Ｘ１

Ｘ１

Ｘ１

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　

▼

▼

▼

▼

▼
▼

▼

▼
▼

▼▼

▼



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２ 1/150
軸組図　２

Ｓ－１２

西部地区小学校災害復旧工事

ＥＷ２５Ａ ＥＷ２５Ａ ＥＷ２５Ａ ＥＷ２５Ａ ＥＷ２５

ＥＷ２５Ａ

Ｃ１ Ｃ１

Ｃ１ Ｃ１

Ｃ１ Ｃ１

Ｃ１

Ｃ２ Ｃ２ Ｃ２

Ｃ２

Ｃ２

Ｃ１

Ｃ１

Ｃ１

Ｃ１

Ｃ２Ｃ２

Ｃ１ Ｃ２Ｃ１

ＲＣＧ５ＲＣＧ３ ＲＧ１３

ＲＣＧ５ＲＣＧ３ ＲＧ１３ＲＧ１２ ＲＧ１２ＲＣＧ３ ＲＣＧ３ＲＧ１３ ＲＧ１４

ＲＣＧ３ ＲＣＧ３ＲＧ１２ ＲＧ１１

ＦＣＧ２ ＦＣＧ２ ＦＣＧ３

ＦＣＧ３ ＦＣＧ２ＦＣＧ２

ＲＧ１４

ＲＣＧ３ ＲＣＧ３ＲＧ１２ ＲＧ１１

ＦＣＧ２ＦＣＧ２

ＲＧ４Ａ ＲＧ４Ａ ＲＧ４Ａ ＲＧ４Ａ ＲＣＧ４

ＦＧ４Ａ ＦＧ４Ａ ＦＧ４ＡＦＧ４Ａ ＦＧ１４ ＦＧ１３Ａ

ＦＧ１２ ＦＧ１３ ＦＧ１３ ＦＧ１４ＦＧ１２

ＦＧ１２ ＦＧ１１ ＦＧ１２ ＦＧ１１

既存体育館

１，６２５３，１５０

Ｘ１通　軸組図

５，６００ ５，６００ ５，６００

Ｙ４通　軸組図

３，１５０ ４，５５０

Ｘ３通　軸組図

１，６２５

７，７００

Ｘ２通　軸組図

Ｘ４通　軸組図

２
５
０

４
，
１
０
０

▲ＲＦＬ（水下）

▼ＲＦＬ（水上）

▼１ＦＬ

１
５
０

２
５
０

４
，
１
０
０

▲ＲＦＬ（水下）

▼ＲＦＬ（水上）

▼１ＦＬ

１
５
０

▼設計ＧＬ

▼設計ＧＬ

▲ＲＦＬ（水下）

▼ＲＦＬ（水上）

２
５
０

４
，
１
０
０

▼１ＦＬ

１
５
０

▼設計ＧＬ

８，０００

８，０００

８，０００８，０００

５，６７５

３，１５０

２
，
８
５
０

２
，
０
０
０

２
，
０
０
０

２
，
０
０
０

７，７００

Ｘ５通　軸組図

８，０００

１，７５０

５
０

▼梁天端

２，４７５２，４７５

２，４７５ ２，４７５ ２，４７５

２，４７５２，４７５２，４７５ ２，４７５

Ｙ２ Ｙ３Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６

Ｙ２ Ｙ３ Ｙ４Ｙ２ Ｙ３

Ｙ２ Ｙ４

Ｙ１

Ｙ１ Ｙ１

Ｙ１

Ｘ７

Ｙ２ Ｙ４Ｙ１

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２ 1/150
軸組図　３

Ｓ－１３

西部地区小学校災害復旧工事

ＥＷ２５Ａ ＥＷ２５Ａ

Ｃ１ Ｃ１Ｃ２ Ｃ２Ｃ１ Ｃ２

ＲＣＧ３ ＲＣＧ３ＲＧ１２ ＲＧ１１ ＲＣＧ３ ＲＣＧ３ＲＧ１４Ａ ＲＧ１４Ａ

ＦＣＧ２ＦＣＧ２
ＦＧ１２ ＦＧ１１ ＦＧ１４ＦＧ１４

７，７００

Ｘ７通　軸組図

７，７００

Ｘ６通　軸組図

２
５
０

４
，
１
０
０

▲ＲＦＬ（水下）

▼ＲＦＬ（水上）

▼１ＦＬ

１
５
０

▼設計ＧＬ

８，０００８，０００

２
，
０
０
０

２，４７５２，４７５２，４７５２，４７５

Ｙ２ Ｙ４Ｙ２ Ｙ４Ｙ１ Ｙ１

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２ 1/40Ｓ－１４
部材断面リスト　１

西部地区小学校災害復旧工事

全断面

ＦＧ１・ＦＧ２・ＦＧ４

全断面

１０－Ｄ１０

５００　Ｘ　１，８００

ＦＧ３

４－Ｄ１６＠１５０

１０－Ｄ１０

６００　Ｘ　１，８００

４－Ｄ１６＠１００

４／２－Ｄ２５

４／２－Ｄ２５

４／２－Ｄ２５

４／２－Ｄ２５

全断面

ＦＧ３Ａ

全断面

２－Ｄ１３＠２００

１０－Ｄ１０

ＦＧ４Ａ

４５０　Ｘ　１，８００

２－Ｄ１３＠２００

１０－Ｄ１０

６００　Ｘ　１，８００

全断面

ＦＧ１１・ＦＧ１２

５／４－Ｄ２５

５／４－Ｄ２５

全断面

ＦＧ１３

全断面

ＦＧ１３Ａ

１０－Ｄ１０

６００　Ｘ　１，８００

４－Ｄ１６＠１５０

５／２－Ｄ２５

５／２－Ｄ２５

１０－Ｄ１０

５／２－Ｄ２５

５／２－Ｄ２５

７００　Ｘ　１，８００

４－Ｄ１６＠１００ ２－Ｄ１３＠２００

１０－Ｄ１０

６００　Ｘ　１，８００

全断面

ＦＧ１４

３－Ｄ２５

３－Ｄ２５

３－Ｄ２５

３－Ｄ２５

基端 先端

２－Ｄ１３＠２００

ＦＣＧ１

８－Ｄ１０

全断面 全断面

ＦＣＧ２ ＦＣＧ３

４－Ｄ２５

４－Ｄ２５

２－Ｄ１３＠２００

４－Ｄ１０

２－Ｄ１３＠２００

４００　Ｘ　６００

３－Ｄ２５

３－Ｄ２５

２－Ｄ１０

４－Ｄ２５

４－Ｄ２５４－Ｄ２５

６００　Ｘ　９００

４／４－Ｄ２５

基礎下地業は、捨てコン厚５０・砕石厚１００とする。

２－Ｄ１３＠２００

１０－Ｄ１０

４－Ｄ２５

４－Ｄ２５

５００　Ｘ　１，８００

５００　Ｘ　１，５００

２－Ｄ１０

３５０　Ｘ　８００

３－Ｄ２２

３－Ｄ２２

２－Ｄ１０＠２００

全断面

ＦＢ１

全断面

ＦＢ２

３－Ｄ２２

３－Ｄ２２

２－Ｄ１０＠２００

２－Ｄ１０

３－Ｄ２２

３－Ｄ２２

４００　Ｘ　６００３００　Ｘ　５００

片持梁

全断面 全断面

２－Ｄ１３＠２００

ＦＢ３

２－Ｄ１３＠２００

１０－Ｄ１０

４－Ｄ２５

４－Ｄ２５

４００　Ｘ　１，８００

梁天端レベルはスラブ下端とする。

基礎梁天端レベルは１ＦＬ－３５０とする。

梁主筋位置は、Ｘ方向（Ｙ符号通）がＹ方向（Ｘ符号通）の下部とする。

梁天端レベルは１ＦＬ－３５０とする。

ＦＣＢ１

腹　筋

上端筋

下端筋

備　考

あばら筋

寸　法

符　号

位　置

基礎梁断面リスト

断　面

符　号

位　置

片持基礎梁断面リスト

腹　筋

上端筋

下端筋

備　考

あばら筋

断　面

寸　法

長辺方向符　号 スラブ厚 部　位 短辺方向 備　　　　　　考

べた基礎断面リスト

腹　筋

上端筋

下端筋

備　考

あばら筋

断　面

寸　法

符　号

位　置

基礎小梁断面リスト

特記事項

特記事項

特記事項

特記事項

上端筋

下端筋
ＦＳ１ ３００

Ｄ１６＠１２５

Ｄ１６＠１２５

Ｄ１６＠１２５

Ｄ１６＠１２５

φ６
００

孔脇ＳＴ

孔斜筋

孔横筋

孔横筋

基礎梁人通孔補強

孔斜筋 孔脇ＳＴ 孔上下ＳＴ梁符号

孔上下ＳＴ

孔横筋

基礎梁人通孔補強要領図

□－２－Ｄ１３＠１００２－Ｄ１６２－２－Ｄ２５ ２－□－２－Ｄ１３ＦＧ１・ＦＧ１１

ＦＢ１ □－２－Ｄ１３＠１００２－Ｄ１６２－２－Ｄ１９ ２－□－２－Ｄ１３

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　
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縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２ 1/40
部材断面リスト　２

Ｓ－１５

西部地区小学校災害復旧工事

２－Ｄ１３＠１００

５－Ｄ２５

７５０　Ｘ　７５０

５－Ｄ２５

２－Ｄ１３＠１００

２－Ｄ１３＠１００

７５０　Ｘ　７５０

４－Ｄ２５

Ｃ１ Ｃ２

主筋頂部は全てフック付きとする。

全断面全断面

ＲＧ３ＲＧ１

全断面

ＲＧ２

Ｘ６通端 中央・Ｘ７通端 両　端 中　央

２－Ｄ１３＠２００

５５０　Ｘ　８００４５０　Ｘ　８００

５／２－Ｄ２５

５－Ｄ２５

４－Ｄ２５

４－Ｄ２５

４００　Ｘ　８００

３－Ｄ２５

３－Ｄ２５

２－Ｄ１３＠２００

５／２－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５５０　Ｘ　８００

４－Ｄ１０

６００　Ｘ　９００

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５／３－Ｄ２５

５／３－Ｄ２５

２－Ｄ１３＠１５０

４－Ｄ１０４－Ｄ１０４－Ｄ１０ ４－Ｄ１０

２－Ｄ１３＠２００

ＣＧ１

５５０　Ｘ　９００

５／５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

４－Ｄ１０

基端 先端

２－Ｄ１３＠２００

５５０　Ｘ　９００

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

４－Ｄ１０

５／３－Ｄ２５

ＣＧ２

基端 先端

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５／２－Ｄ２５

基端 先端

２－Ｄ１３＠２００

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５／２－Ｄ２５

ＣＧ４

５５０　Ｘ　８００

２－Ｄ１０

全断面

ＣＧ５

４－Ｄ２５

４－Ｄ２５

２－Ｄ１３＠２００

５００　Ｘ　７００

２－Ｄ１３＠２００

４－Ｄ１０

６００　Ｘ　９００

ＣＧ３

基端 先端

全断面

Ｂ１ Ｂ２

全断面

Ｂ３ Ｂ４

３５０　Ｘ　７００

３－Ｄ２２

３－Ｄ２２

２－Ｄ１０

２－Ｄ１３＠２００

４００　Ｘ　８００

４－Ｄ２２

４－Ｄ２２

２－Ｄ１３＠２００

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

５５０　Ｘ　８００

５／２－Ｄ２５

２－Ｄ１０

２－Ｄ１３＠２００

２－Ｄ１０

５５０　Ｘ　８００

５－Ｄ２５５－Ｄ２５

５－Ｄ２５５／３－Ｄ２５

全断面

Ｂ５

２－Ｄ１０＠２００

３００　Ｘ　５００

３－Ｄ２２

３－Ｄ２２

３－Ｄ２２

２－Ｄ１０

５－Ｄ２５

３－Ｄ１３＠１００

ＲＧ４・ＲＧ４Ａ ＲＧ１１・ＲＧ１２

全断面

ＲＧ１３

全断面

ＲＧ１４

全断面

ＲＧ１４Ａ

２－Ｄ１０

５００　Ｘ　７００

４－Ｄ２５

４－Ｄ２５

４－Ｄ１０

４００　Ｘ　９００

３－Ｄ２５

３－Ｄ２５

４－Ｄ１０

６００　Ｘ　９００

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

２－Ｄ１３＠２００ ２－Ｄ１３＠２００４－Ｄ１３＠１００４－Ｄ１３＠１５０

２－Ｄ１０

仕口内帯筋はＸ・Ｙ方向共２－Ｄ１３＠１００とする。

２－Ｄ１３＠２００

梁主筋位置は、Ｘ方向（Ｙ符号通）がＹ方向（Ｘ符号通）の下部とする。

Ｘ７通端Ｘ１通端 Ｘ６通端・中央 基端 先端 基端 先端

ＣＢ１ ＣＢ２

２－Ｄ１３＠２００

２－Ｄ１０

５５０　Ｘ　８００

５－Ｄ２５５－Ｄ２５

５－Ｄ２５

２－Ｄ１３＠２００

２－Ｄ１０

５５０　Ｘ　８００

５－Ｄ２５５－Ｄ２５

５－Ｄ２５５／２－Ｄ２５

片持梁片持梁

３－Ｄ２２

３－Ｄ２２ ５／３－Ｄ２５

３／３－Ｄ２２

３００　Ｘ　６５０

２－Ｄ１０＠２００

２－Ｄ１０

中央・Ｘ２通端 両端 中央

Ｂ６

２－Ｄ１０＠２００

符　号

柱断面リスト

断　面

主　筋
Ｙ

Ｘ

Ｙ

Ｘ
帯　筋

備　考

寸　法

符　号

位　置

大梁断面リスト

備　考

あばら筋

腹　筋

上端筋

下端筋

寸　法

断　面

符　号

位　置

片持梁断面リスト

断　面

腹　筋

上端筋

下端筋

備　考

あばら筋

寸　法

符　号

位　置

小梁断面リスト

備　考

あばら筋

腹　筋

上端筋

下端筋

寸　法

断　面

特記事項

特記事項

特記事項

特記事項

Ｘ

Ｙ

75
0

750

75
0

750

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　
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縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２ 1/40
部材断面リスト　３・部分配筋図

Ｓ－１６

西部地区小学校災害復旧工事

土に接するスラブ下地業は、砕石厚１００とする。

土に接する梁下地業は、捨てコン厚５０・砕石厚１００とする。

特記無き限り、梁の巾止め筋はＤ１０＠１０００以内とする。

鉄筋材種はＤ１６以下：ＳＤ２９５、Ｄ１９～Ｄ２５：ＳＤ３４５

躯体のコンクリート強度はＦＣ２４とする。

１．図はスリットの配置例を示している。実際のスリット位置は設計図による。

３．スリット部分の鉄筋等のかぶり厚さは３０ｍｍ以上とする。

４．アンカー筋には防錆処理を施すこと。

２．スリット部分のアンカー筋はＤ１３＠２００とする。

５．スリット幅は、水平・鉛直スリット共には２５ｍｍとする。

６．スリット部は耐火シール充填とする。

７．スリット材は耐火型（防水）で全貫通型とする。

ＳＤ１

Ｗ１５

ＰＷ３０

符　号

備　考

開口補強斜筋

開口補強縦筋

開口補強横筋

壁　厚

縦主筋

横主筋

壁断面リスト

１５０

２－Ｄ１３

２－Ｄ１３

２－Ｄ１３

Ｗ１５

２５０ ２５０

Ｄ１０＠１５０（シングル）

Ｄ１０＠１５０（シングル）

内壁

２－Ｄ１３

１８０

Ｗ１８

Ｄ１０＠２００（ダブル）

Ｄ１０＠２００（ダブル）

４－Ｄ１３

４－Ｄ１３

外壁

２－Ｄ１３

１８０

Ｄ１０＠２００（ダブル）

Ｄ１０＠２００（ダブル）

ＥＷ１８ ＥＷ２５ ＥＷ２５Ａ

Ｄ１３＠２００（ダブル）Ｄ１３＠２００（ダブル）

Ｄ１３＠２００（ダブル）

２－Ｄ１３

６－Ｄ１６

２－Ｄ１３

４－Ｄ１６

６－Ｄ１６

４－Ｄ１６

６－Ｄ１６

外壁　耐震壁 外壁　耐震壁 外壁　耐震壁

断　面

完全スリット配置要領スラブ断面リスト

長辺方向符　号 スラブ厚 部　位 短辺方向 備　　　　　　考

ＦＳ１

６－Ｄ１６

特記事項

断面リスト　特記事項

Ｄ１３＠１００（ダブル）

▼１ＦＬ

外部土間コンクリート配筋図

２，１００

１
００
１
５０

Ｄ１０＠１５０両方方向共

パラペット部分配筋図

砕石

Ｄ１３

▼ＲＦＬ（水下）

１５０

Ｄ１０＠１５０縦横筋共

６
０
０

Ｄ１３

Ｄ１０＠３００（チドリ）

Ｄ１０＠１５０（ダブル）縦筋

横筋

▼ＲＦＬ（水下）

１５０ Ｄ１３

Ｄ１０＠３００（チドリ）

Ｄ１０＠１５０（ダブル）縦筋

横筋

６
０
０

３５０

構造スラブ

３
５ｄ

Ｄ１０＠１０００以内

基礎梁天端増打補強要領Ｙ１通り基礎梁側面増打配筋図

▼１ＦＬ

Ｄ１６＠２５０
梁あばら筋と同径・同ピッチ

▼ＲＦＬ（水上）

化粧柱ＰＷ３０配筋図
屋上設備基礎配筋図

Ｄ１６＠３００

Ｄ１０＠２５０

Ｄ１３

Ｄ１６
Ｄ１０＠１５０

３００

６
００

Ｄ１０＠１５０
Ｄ１０

３
００

５５０

▼梁天端

５
０

１
０
０
３
００

３５
０

２，
３
００

両方方向共 Ｄ１６＠１２５

３５
ｄ

５０≦

砕石

捨てコンクリート

※壁厚１８０以上の壁について、幅止め筋はＤ１０－１箇所／㎡程度とする。

１，
５
０
０

▼１ＦＬ

地盤改良

配合量：１００ k g / m 3

セメント系固化材

べた基礎部分配筋図

５
００

５００

１
，
０
００

浅層混合地盤改良

上端筋

下端筋
Ｓ１ １５０

上端筋

下端筋
Ｓ２

Ｄ１０Ｄ１３＠２００

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０Ｄ１３＠２００

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０Ｄ１３＠２００

Ｄ１０＠２００
１５０

Ｄ１０Ｄ１３＠１５０

Ｄ１０＠１５０

ＳＤ１
上端筋

下端筋

土間下地盤改良
（増打）１５０+１０

Ｄ１０＠１５０ Ｄ１０＠１５０

Ｄ１０＠１５０ Ｄ１０＠１５０ １階　土間コンクリート

梁側面増打

Ｄ１３＠２００

Ｄ１６

２０ｄ１５０

基礎梁

上端筋

下端筋
ＣＳ１

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２００ 片持スラブ

Ｄ１３＠１００

Ｄ１０＠１００

上端筋

下端筋

Ｄ１０＠２００

Ｄ１０＠２００ 片持スラブ

Ｄ１３＠１００

Ｄ１０＠１００
ＣＳ２

１５０

１８０

Ｙ１

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　

スリット スリット

スリット

スリット スリット

スリット

スリット

Ｄ１３＠２００

Ｄ１３＠２００Ｄ１３＠２００

550 550550

5
50

55
0



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２ 1/40
架構配筋詳細図

Ｓ－１７

西部地区小学校災害復旧工事

５－Ｄ２５

５－Ｄ２５
５－Ｄ２５ ５－Ｄ２５

５－Ｄ２５５－Ｄ２５（全断面） ５－Ｄ２５（全断面）

２－Ｄ１０
２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

５－Ｄ２５

ＳＴ：２－Ｄ１３＠２００ ＳＴ：２－Ｄ１３＠２００

５－Ｄ２５ ５－Ｄ２５
５－Ｄ２５５－Ｄ２５（全断面）

ＳＴ：２－Ｄ１３＠１５０

５－Ｄ２５

５
－
Ｄ
２
５

５
－
Ｄ
２
５

５
－
Ｄ
２
５

５
－
Ｄ
２
５

５－Ｄ２５（全断面）

２
－
Ｄ
２
５

２
－
Ｄ
２
５

２
－
Ｄ
２
５

ＨOＯＰ：２－２－Ｄ１３＠１００

２－Ｄ１０

ＳＴ：２－Ｄ１３＠１５０

※柱梁仕口部のH 0 0 P筋は柱部に同じ。

２－Ｄ１０（全断面）３－Ｄ１６（全断面）

ＳＴ：２－Ｄ１３＠２００

５－Ｄ２５（全断面） ４－Ｄ２５（全断面）

５－Ｄ２５（全断面） ４－Ｄ２５（全断面）

ＳＴ：２－Ｄ１３＠２００

５－Ｄ２５（全断面）

５－Ｄ２５（全断面）

４－Ｄ２５（全断面）

４－Ｄ２５（全断面）

５
－
Ｄ
２
５

５
－
Ｄ
２
５

ＨOＯＰ：３－２－Ｄ１３＠１００ ＨOＯＰ：３－２－Ｄ１３＠１００

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

２－Ｄ１０

ＲＣＧ３ ＲＣＧ３ＲＧ１１

１Ｃ１ １Ｃ１ １Ｃ２

ＲＧ１２

ＦＧ１２ ＦＧ１１

２
，０
０
０

２
５０

１
５０ ▼１ＦＬ

▲ＲＦＬ（水下）

▼設計ＧＬ

４
，１
００

１/４Ｌｏ １/４Ｌｏ １/４Ｌｏ

Ｌｏ

１/２Ｌｏ

Ｌｏ

１/２Ｌｏ１/４Ｌｏ

１５d １５d １５d １５d １５d １５d １５d １５d

▼ＲＦＬ（水上）

Ｘ６通架構詳細配筋図

７，７００２，４７５ ２，４７５８，０００

Ｙ１ Ｙ４Ｙ２

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

N-SCALE２６．０３ ２５－４２
浅層混合地盤改良特記仕様書

Ｓ－１８

西部地区小学校災害復旧工事

Fc = 3 0 0 N / m 2

1 0 0 k g / m 3

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　

２ ．一 般 事 項

４ ．施 工 計 画

３ ．特 記 事 項

５ ．配 合 管 理

６ ．施 工

７ ．施 工 機 械

浅 層 混 合 地 盤 改 良 特 記 仕 様 書

１ ．工 事 概 要 ８ ．施 工 管 理

９ ．品 質 検 査

（ ２） 合 否 の 判 定

１ ０． 報 告

検 査 手 法 　　 　 　 モ ー ル ド 試料 　 　 　 　 １ ヶ 所 × ３ 本

こ の 工法 は 、 セ メ ン ト 系固 化 材 を 原 地 盤 と 攪 拌 混 合 し 、 原地 盤 を 固 化 す る 方 法 に よ っ て 地盤 改 良 を 行 う も の で あ る 。

本 地 業は セ メ ン ト 固 化 材を 用 い た 機 械 式 攪 拌 浅 層 混 合 処 理工 法 に よ る 地 盤 改 良 地 業 で あ る。

（ （ 財） 日 本 建 築 セ ン ター 、 以 下 指 針 と い う ） に よ る 。

配 合 等に つ い て 土 質 や 地盤 に よ り 変 更 し た 方 が 適 切 と 判 断さ れ る 場 合 は 監 督 員 の 承 認 の 上に 変 更 す る こ と が で き る 。

と す る 。（ ２ ）設 計 基 準 強 度 は

（ ３ ）設 計 の 要 求 す る 性能 を 確 保 す る た め 、 適 切 な 配 合 管理 、 施 工 管 理 及 び 品 質 管 理 を 実施 す る 。

（ ４ ）セ メ ン ト 系 固 化 材を 用 い た 機 械 式 攪 拌 浅 層 混 合 処 理工 法 も 専 門 工 事 会 社 を 工 事 施 工業 者 と す る 。

（ ５ ）固 化 材 と 改 良 対 象土 を 確 実 に 混 合 攪 拌 す る こ と の でき る 施 工 機 械 を 用 い る 。

（ １ ）掘 削 深 度 、 掘 削 範囲 等 は 設 計 図 書 に よ る 。

工 事 に先 立 ち 、 施 工 計 画書 を 監 督 員 に 提 出 す る 。 施 工 計 画書 に は 次 の 事 項 を 明 記 す る 。

⑬ 本 工事 施 工 業 者 及 び 責任 者

⑨ 各 種作 業 の 主 た る 従 事者 の 組 織 表 ⑩ 施 工 記 録 の 方法

⑦ 施 工管 理 の 方 法 ⑧ 品 質 検 査 の 方法

② 工 事 内 容 （ 掘削 範 囲 ・ 掘 削 深 度 ・ 改 良 土 量 ・ 設計 基 準 強 度 ）

⑤ 施 工機 器 お よ び 仮 設 設備 と 配 置

④ 工 事 要 領 （ 使用 固 化 材 ・ 配 合 ）③ 工 事期 間 及 び 工 程

⑥ 配 合 管 理 の 方法

① 地 盤概 要

⑪ 安 全対 策

① 固 化材 料 ： ジ オ セ ッ ト 200同 等 、 ユ ー ス タ ビ ラ ー 50同 等

② 添 加量 ：

（ １ ）攪 拌 混 合 に 使 用 する 固 化 材 は 一 般 軟 弱 土 用 セ メ ン ト系 固 化 材 と す る 。

（ ２ ）セ メ ン ト 系 固 化 材の 配 合 及 び 使 用 量 は 下 記 を 目 安 とす る 。 （ 事 前 に 現 状 土 に よ る 室内 配 合 試 験 を 実 施 し 、 配 合 量 を 決定 す る ）

　 　 　所 定 の 下 部 地 盤 に到 達 し た 時 に 次 の 事 項 を 確 認 し 管理 指 標 値 を 決 定 す る 。

① 深 さ

② 土 質・ 湧 水 等

① 掘 削区 画 の 割 り 振 り ② 所 定 の 掘 削 深度 ま で 掘 削 す る 。

③ セ メン ト 系 固 化 材 を 混合 攪 拌 す る 。 ④ 改 良 厚 50cm以 下 に て 中 間 転 圧 を 行 う 。

⑤ 改 良天 端 の 不 陸 調 整 を行 う 。 ⑥ 本 工 事 よ り 排出 さ れ た 残 土 は 場 内 仮 置 き 又 は 、別 途 協 議 し 対 応 を 決 定 す る 。

（ １ ）作 業 地 盤 は 、 施 工機 械 が 傾 斜 ・ 転 倒 し な い よ う に 養生 す る 。

（ ２ ）必 要 に 応 じ 監 督 員立 会 い の も と で 試 験 打 ち を 行 う 。地 盤 調 査 地 点 な ど 地 盤 の 状 況 が把 握 で き る 地 点 の 近 く で 試 験 施 工を 行 い

（ ３ ）基 本 的 な 施 工 順 序を 以 下 に 示 す 。 施 工 の 障 害 に な る事 項 が 判 明 し た 場 合 に は 別 途 協議 す る 。

（ １ ）固 化 材 と 改 良 対 象土 を 確 実 に 混 合 攪 拌 す る こ と が でき る 施 工 機 械 を 用 い る 。

（ ２ ）所 定 の 施 工 管 理 項目 を 計 測 で き る 管 理 機 器 を 用 い る。

（ ３ ）改 良 機 本 体 は 、 本地 業 の 施 工 仕 様 を 満 足 で き る 施 工機 器 を 装 備 し た も の で 、 自 走 式と す る 。

（ ４ ）転 圧 機 械 は 、 十 分な 転 圧 効 果 が 得 ら れ る 機 械 と す る。

工 事 完 了後 、 次 の 項 目 に つ い て 報 告 書 を ま と め 、 監 督 員 に提 出 す る 。

① 改 良 範囲 の 伏 図 ② 攪 拌 混 合 の 施 工日

③ 掘 削 の範 囲 ④ 掘 削 深 度

⑤ 攪 拌 混合 ・ 転 圧 状 況 ⑥ セ メ ン ト 固 化 材の 配 合 と 使 用 量

⑦ 試 料 の強 度 管 理 試 験 結 果 ⑧ 合 格 判 定 結 果

① 設 計 対象 層 に つ い て 抜 き 取 り １ カ 所 に 対 し て ３ 個 の 供 試体 を 採 取 し 、 その 平 均 値 を そ の 個所 の 強 度 と す る 。

③ Ｘ ｉ ≧Ｆ ｃ

② 一 軸 圧縮 試 験 は 第 三 者 機 関 で 行 う も の と す る 。

(KN/ m 2 )

( K N / m 2 )

② 検 査 対象 部 は 施 工 条 件 、 施 工 規 模 、 検 査 方 法 等 を 考 慮 し適 切 に 設 定 す る。

① 検 査 対象 部 は １ 区 画 １ 単 位 と す る 。

（ １ ） 検査 対 象 部 、 検 査 対 象 層 及 び 調 査 個 所 数

③ 調 査 個所 数 （ 検 査 対 象 部 に 対 し て ）

ブ ロ ッ ク 割 ： 改良 範 囲 の ブ ロ ッ ク 区 割 り を 行 う 。

② セ メ ント 系 固 化 材 ： 固 化 材 を 計 量 し 使 用 量 を 記 録 す る 。

改 良 範 囲 ： 改 良範 囲 は 基 礎 底 盤 か ら 外 側 へ 所 定 の寸 法 以 上 で あ る こ と を 確 認 す る 。

掘 削 深 度 ： 計 測器 に て 計 測 し 記 録 す る 。

③ 攪 拌 混合 攪 拌 混 合 ： 固 化材 の 色 が 目 立 た な く な く な る ま で十 分 混 合 攪 拌 す る 。

④ 下 部 地盤

⑤ 改 良 天端 処 理

支 持 地 盤 の 確 認は 地 盤 調 査 資 料 と 掘 削 時 の 土 質 確認 を 目 視 に て 行 う 。

所 定 の 仕 上 が り高 さ に す る た め に 、 施 工 後 適 切 な時 期 に バ ッ ク ホ ウ 等 で 削 り 取 っ て天 端 処 理 を 行 う 。

① 形 状 ・寸 法

（ ２ ） 施工 の 立 会 い 　 建 築 工 事 の 請 負 者 は 本 地 業 責 任 者 及び 施 工 責 任 者 を定 め 、 両 者 は 本 地業 の 施 行 中 は 立 ち 会 う も の と する 。

（ １ ） 施工 の 安 定 性 を 確 保 す る た め に 下 記 に 示 す 項 目 に つい て 施 工 管 理 する 。

本 地 業は 本 特 記 仕 様 書 によ る ほ か 、 「 改 訂 版 　 建 築 物 の ため の 改 良 地 盤 の 設 計 及 び 品 質 管理 指 針 　 2018年 版 」

⑫ 建 築 請 負 業 者の 本 工 事 責 任 者

Ｘ i： 検 査 対象 層 よ り 採 取 し た 個 々 の コ ア の 一軸 圧 縮 強 さ （ 材 齢 ７ 日 ） （ １ ≦ｉ ≦ ｎ ）

Ｆ c： 設 計 基準 強 度

　 n： コ ア 抜き 取 り 個 数

　 i： 個 々 の供 試 体



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２
土質柱状図　１

Ｓ－１９

西部地区小学校災害復旧工事

既
存
建
物

既存建物

▼１ＦＬ

▲基礎下端

Ｘ１ Ｘ２ Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６ Ｘ７

Ｙ４

Ｙ１

Ｙ２

Ｙ１

Ｙ２

Ｙ３

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　

ＫＢＭ（１ＦＬ－１５０）

ＮＯ.５

ＮＯ.２

ＮＯ.３

ＮＯ.４ＮＯ.１

２
，
１
５
０

ボーリング柱状図

調 査 名 （ 仮 称 ） 西 部 地 区 小 学 校 災 害 復 旧 工 事

ボ ー リ ン グ 名 調 査 位 置 北 緯 3 7° 1 7 ’ 3 1 . 2 ”

東 経 1 3 6° 4 5’ 5 2 . 4”発 注 機 関 株 式 会 社 釣 谷 建 築 事 務 所 調 査 期 間 令 和 年 月 日 ～ 年 月 日

調 査 業 者 名
株 式 会 社 サ ム シ ン グ 金 沢 支 店

電話 ( 0 7 6 - 2 8 7 - 3 7 0 1 )

主 任 技 師 渋 谷 朋 樹
現 場

代 理 人
浦 野 拓 郎

コ ア

鑑 定 者
神 田 佑 介

ボ リーング

責 任 者
足 立 悦 朗

孔 口 標 高 BM
-0.09m

角

度

180°

0°

90°
上

下

方

向

0°

90°

180°

270°

北

東

南

西

地

盤

勾

配 90°

水平
0°鉛

直

使

用

機

種

試 錐 機 東 邦 D ０ D
ハ ン マ ー

落 下 用 具
半 自 動 落 下 装 置

エ ン ジ ン T F - 9 0 M ポ ン プ B G - 4総 掘 進 長
 18.23m

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

-3.99

-13.19

-18.32

3.90

9.20

5.13

3.90

13.10

18.23

記

事

ま でレン ガ敷 設

含 水小位 粒子均 一

シ ルト分を 一様に 混在

礫 はφ 程 度の 亜角・風 化礫

GL-3.50 3.90

GL-2.45mま で無水 掘削 を した が水位

確 認されず

翌朝泥水 位

翌朝泥水 位

12/3

m

盛

土

・

礫

混

じ

り

シ

ル

ト

質

細

砂

暗

灰

～

淡

灰

～

褐

灰

含 水小位～ 中位

礫 はφ 最 大径 程度 の

亜 円～亜角 礫主体

マ トリック スは粒 子や や 不均 一なシ

ル ト質細砂 主体

全 体的に礫 量の増 減を 有 する

付近よ り含 水 中位 で崩壊 性

及 び逸水性 を有す る

付 近でシ ルト 分 が増 加

盛

土

・

シ

ル

ト

質

砂

礫

褐

灰

～

暗

褐

灰

礫 岩の強風 化岩と 思わ れ る

付近 、砂 状で採取 され半 固結

状 を呈する

以深 、風 化著しく 礫混じ り土

砂 状で採取 される

、コア長

定 径 の 玉石 状 で礫 を採取

さ れる

強

風

化

岩

灰

～

暗

黄

灰

非

常

に

密

な

標 準 貫 入 試 験

1.15

1.45

2.15

2.45

3.15

3.45

4.15

4.45

5.15

5.39

6.15

6.18

7.15

7.45

8.15

8.45

9.15

9.45

10.15

10.45

11.15

11.45

12.15

12.45

13.15

13.32

14.05

14.09

15.05

15.09

16.15

16.35

17.15

17.28

18.15

18.23

5

10

5

6

12

50

3

5

9

8

8

8

3

28

50

4

50

4

28

26

50

8

3

6

5

9

25

4

8

8

7

8

3

22

7

22

24

3

2

6

6

9

13

4

4

10

9

8

9

4

10

30

22

30

16

30

24

30

50

24

50

3

13

30

27

30

25

30

23

30

25

30

10

30

50

17

50

4

50

4

50

20

50

13

50

8

N     値

0 10 20 30 40 50 60

10

22

16

24

63

500

13

27

25

23

25

10

88

375

375

75

115

188

原 位 置 試 験

試 験 名

お よ び 結 果

試 料 採 取

3.45

4.15

4.45

7.15

7.45

12.15

12.45

1P-1

1P-2

1P-3

1P-4

○-

○-

○-

○-

土粒子
粒度　
液塑性

土粒子

粒度　
液塑性

土粒子
粒度　
液塑性

土粒子
粒度　

液塑性

12

1

12

2

12

3

N o . 1

打 撃 回 数

10cm ご と の
深

度 ～

10

10
～

20

20

～

30

0

(m)

(cm)

GL-0.10m

10 50mm

ｍ間は礫 量多く 砂礫

状を 呈する

ケ ーシン グ抜管 後水位GL-2.80

GL-2.80m

GL-2.70m

12/2

12/3

2 30mm(～ 50)φ

GL-7.0m

GL-12.0m

GL-13m

GL-14m

GL-14～16m

φ9 15cm～ )

L=3 5cm～ (推間

(m) (m) (m) (m) (m)(m)

標

尺

標

高

層

厚

深

度

柱

状

土

質

区

色 相

対

密

相

対

稠

図 分 調 度 度

深

度

深

度

試

料

番

採

取

方

号 法

室

内

試

験

(
)

掘

進

月

日

(m)

孔

内

水

位

／

測

定

月

日

打

撃

回

数

貫

入

量

/

7 21 1 7 1 2 3

2.80

12/3

石 川 県 輪 島 市 門 前 町 字 清 水 の 番 地1 0 2 1

～

～

3.15



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２
土質柱状図　２

Ｓ－２０

西部地区小学校災害復旧工事

▼１ＦＬ

▲基礎下端

▼１ＦＬ

▲基礎下端

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　

２
，
１
５
０

２
，
１
５
０

ボーリング柱状図

調 査 名 （ 仮 称 ） 西 部 地 区 小 学 校 災 害 復 旧 工 事

ボ ー リ ン グ 名 調 査 位 置 石 川 県 輪 島 市 門 前 町 字 清 水 の 番 地 北 緯 3 7 ° 1 7 ’ 3 1 . 5 ”

東 経 1 3 6° 4 5’ 5 3 . 0”発 注 機 関 株 式 会 社 釣 谷 建 築 事 務 所 調 査 期 間 令 和 年 月 日 ～ 年 月 日

調 査 業 者 名
株 式 会 社 サ ム シ ン グ 金 沢 支 店

電話 ( 0 7 6 - 2 8 7 - 3 7 0 1 )

主 任 技 師 渋 谷 朋 樹
現 場

代 理 人
浦 野 拓 郎

コ ア

鑑 定 者
吉 岡 昇 一 郎

ボ リーング

責 任 者
足 立 悦 朗

孔 口 標 高 BM
-0.29m

角

度

180°

0°

90°
上

下

0°

方

向

0°

90°

180°

270°

北

東

南

西

地

盤

勾

配 90°

水平
0°鉛

直

0°

使

用

機

種

試 錐 機 東 邦 D ０ D
ハ ン マ ー

落 下 用 具
半 自 動 落 下 装 置

エ ン ジ ン T F - 9 0 M ポ ン プ B G - 4総 掘 進 長
 13.24m

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

-0.89

-4.19

-6.44

-8.19

-13.53

0.60

3.30

2.25

1.75

5.34

0.60

3.90

6.15

7.90

13.24

記

事

までア スファル ト

まで 砕石 含水 小位 粒子不 均一 シ

ルト を一様 に混在 する φ

礫を 点在す る

盛土・
礫混じ
り細砂

暗黄
灰～
暗褐
灰

含水 小位 粒子均 一

シル トを一 様に混 在する

全体 に半固 結状を 呈する

付 近、炭化 物を点在 する

ま で無水 掘削した が水位 確

認さ れず

翌朝 泥水位

作業 後泥水 位

ｹ ｰ ｼ ﾝ ｸﾞ抜管 後水位

盛

土

・

シ

ル

ト

質

細

砂

黄

灰

～

灰

含水 小位

φ の亜 角～角礫 を主体 とし

マト リック スは細 ～粗砂か らなる

最大 礫径φ 程度

若干 のシル トを混 在する

盛

土

・

砂

礫

黄

灰

～

暗

黄

灰

含水 小～中 位 の亜 角礫

を主 体とし マトリ ックスは シルト 質

細～ 粗砂か らなる

間、間隙が 多く逸水

性が 激しい

以 深、含水 小位

盛土・
シルト
質砂礫

暗黄
灰～
黄灰

泥岩 の強風 化岩

泥状 で採取 され、全 体に半固結 状を

呈す る

付 近、炭化 物を点在 する

以 深、砂状 を多く混在 する

強

風

化

岩

黄

灰

～

灰

～

黄

灰

～

灰

標 準 貫 入 試 験

1.15

1.29

2.15

2.22

3.15

3.35

4.15

4.32

5.15

5.34

6.15

6.55

7.15

7.45

8.15

8.35

9.15

9.20

10.15

10.24

11.15

11.25

12.15

12.23

13.15

13.24

34

50

7

22

26

28

2

11

18

50

5

50

9

50

50

8

50

9

16

4

28

24

7

22

9

1

30

8

32

9

50

14

50

7

50

20

50

17

50

19

3

40

28

30

50

20

50

5

50

9

50

10

50

8

50

9

N     値

0 10 20 30 40 50 60

107

214

75

88

79

2

28

75

300

167

150

188

167

原 位 置 試 験

試 験 名

お よ び 結 果

試 料 採 取

12

23

12

24

N o . 3

打 撃 回 数

10cm ご と の
深

度 ～

10

10

～

20

20

～

30

0

(m)

(cm)

ボーリング柱状図

調 査 名 （ 仮 称 ） 西 部 地 区 小 学 校 災 害 復 旧 工 事

ボ ー リ ン グ 名 調 査 位 置 石 川 県 輪 島 市 門 前 町 字 清 水 の 番 地 北 緯 3 7 ° 1 7 ’ 3 1 . 5 ”

東 経 1 3 6° 45’ 5 3 . 0”発 注 機 関 株 式 会 社 釣 谷 建 築 事 務 所 調 査 期 間 令 和 年 月 日 ～ 年 月 日

調 査 業 者 名
株 式 会 社 サ ム シ ン グ 金 沢 支 店

電話 ( 0 7 6 - 2 8 7 - 3 7 0 1 )

主 任 技 師 渋 谷 朋 樹
現 場

代 理 人
浦 野 拓 郎

コ ア

鑑 定 者
吉 岡 昇 一 郎

ボ リーング

責 任 者
足 立 悦 朗

孔 口 標 高 BM
-0.33m

角

度

180°

0°

90°
上

下

0°

方

向

0°

90°

180°

270°

北

東

南

西

地

盤

勾

配 90°

水平
0°鉛

直

0°

使

用

機

種

試 錐 機 東 邦 D ０ D
ハ ン マ ー

落 下 用 具
半 自 動 落 下 装 置

エ ン ジ ン T F - 9 0 M ポ ン プ B G - 4総 掘 進 長
  7.24m

1

2

3

4

5

6

7

-2.23

-7.57

1.90

5.34

1.90

7.24

記

事

作 業後 泥 水位

ｹ ｰ ｼ ﾝ ｸ ﾞ抜 管後 水位

盛土・
礫混じ
りシル
ト質細
砂

暗黄
灰～
暗褐
灰

礫岩の 強風化 岩

砂状～ 礫状で 採取 される

礫状は 角礫主 体で ある

部分的 に半固 結状 を呈す る

結状を 呈す

まで 無水 掘削し たが水位 確

認され ず

強

風

化

岩

暗

黄

灰

～

暗

褐

灰

～

灰

標 準 貫 入 試 験

1.15

1.45

2.15

2.39

3.15

3.24

4.15

4.31

5.15

5.32

6.15

6.40

7.15

7.24

6

16

50

9

26

28

21

50

9

4

26

24

6

22

7

19

4

8

4

10

5

14

30

50

24

50

9

50

16

50

17

50

25

50

9

N     値

0 10 20 30 40 50 60

14

63

167

94

88

60

167

原 位 置 試 験

試 験 名

お よ び 結 果

試 料 採 取

12

22

N o . 2

打 撃 回 数

10cm ご との
深

度 ～

10

10

～

20

20

～

30

0

(m)

(cm)
ま でアスフ ァルト

まで砕 石

含水小 位 粒子 不均一

シルト を一様に 混在す る

～ の亜角礫 や金属 片を混入

する

GL-0.1m GL-0.2m

GL-1.40m

GL-1.40m

12/22

12/22

2 50mmφ

GL-2m

GL-2.39m

GL-0.1m GL-0.2m

2 50mm～ の

GL-2m

GL-1.29m

GL-1.95m

GL-1.80m

GL-2.40m

12/24

12/24

12/24

2 30mm～

60mm

GL-6.25 6.6m～

GL-7m

GL-9m

GL-12.4m

(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m) (m)

標

尺

標

高

層

厚

深

度

柱

状

土

質

区

色 相

対

密

相

対

稠

図 分 調 度 度

深

度

深

度

試

料

番

採

取

方

号 法

室

内

試

験

(
)

掘

進

月

日

標

尺

標

高

層

厚

深

度

柱

状

土

質

区

色 相

対

密

相

対

稠

図 分 調 度 度

深

度

深

度

試

料

番

採

取

方

号 法

室

内

試

験

(
)

掘

進

月

日

孔

内

水

位

／

測

定

月

日

(m)

孔

内

水

位

／

測

定

月

日

(m)

打

撃

回

数

貫

入

量

/

打

撃

回

数

貫

入

量

/

7 12 22 7 12 22

1 0 2 1 1 0 2 1

7 12 23 7 12 24

2.40

12/24

1.40

12/22

φ2 30mm～

付近 、砂状を 多く 混在し 半固



縮尺工事名称

図面名称

図面番号製作年月日 設計番号

２６．０３ ２５－４２
土質柱状図　３

Ｓ－２１

西部地区小学校災害復旧工事

▼１ＦＬ

▲基礎下端

▼１ＦＬ

▲基礎下端

有限会社　後藤構造設計事務所
１級建築士　第３４３５２７号

構造設計１級建築士　第１０４１７号　後藤　真嗣

株式会社　釣谷建築事務所 吉田　典生１級建築士　第１１９８１６号　

２
，
１
５
０

２
，
１
５
０

ボーリング柱状図

調 査 名 （ 仮 称 ） 西 部 地 区 小 学 校 災 害 復 旧 工 事

ボ ー リ ン グ 名 調 査 位 置 石 川 県 輪 島 市 門 前 町 字 清 水 の 番 地 北 緯 3 7 ° 1 7 ’ 3 1 . 2 ”

東 経 1 3 6° 4 5’ 5 2 . 1”発 注 機 関 株 式 会 社 釣 谷 建 築 事 務 所 調 査 期 間 令 和 年 月 日 ～ 年 月 日

調 査 業 者 名
株 式 会 社 サ ム シ ン グ 金 沢 支 店

電話 ( 0 7 6 - 2 8 7 - 3 7 0 1 )

主 任 技 師 渋 谷 朋 樹
現 場

代 理 人
浦 野 拓 郎

コ ア

鑑 定 者
吉 岡 昇 一 郎

ボ リーング

責 任 者
足 立 悦 朗

孔 口 標 高 BM
-0.02m

角

度

180°

0°

90°
上

下

0°

方

向

0°

90°

180°

270°

北

東

南

西

地

盤

勾

配 90°

水平
0°鉛

直

0°

使

用

機

種

試 錐 機 東 邦 D ０ D
ハ ン マ ー

落 下 用 具
半 自 動 落 下 装 置

エ ン ジ ン T F - 9 0 M ポ ン プ B G - 4総 掘 進 長
 15.20m

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15
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までレ ンガ ま で砕

石

含 水小位 粒子不 均一

シ ルトを一 様に混 在し部分 的にφ

～ の礫 を点在 する

付近、φ の 玉 石を 点在

す る

ま で無水 掘削した が水位 確

認 されず

翌朝 泥水位

作業 後泥水 位
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ル
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暗

褐

灰

～

褐

灰

礫 岩の強風 化岩

～ 間、砂 状～ 礫 状で 採取

さ れ半固結 状を呈 する

付近、礫混 じり土 砂状 で採取
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までアス ファル ト

まで 砕石 含水小 位 粒子 不 均一 シ

ルト を一様 に混在す る

～ の亜角 礫，風化礫や コン

クリ ート片 を混入す る

以深、所々で コア長
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